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7 
梗概 
 
 
ブロードバンドは、テレビ業界にとって、破壊技術である。その対応策は、
視聴者コミュニティ化による、メディア再構築と新ビジネス創生しかない。エ
ンターテイメントとコミュニティの結合は、エンターテイメント業界のイノベ
ーションとなる。コミュニティ形成によるマーケティングビジネスは、現代企
業で必要不可欠なものである。  
 
インターネットはエンターテイメント産業を、１）効率的なコンテンツ流通
機能、２）マスメディアとしての広告機能、３）情報発信としてのメディア機
能、の 3 点の強みに変革を迫っている。誰もが情報発信者になれることで、流
通網の独占性が消滅した。メディアの分散化である。メディアの分散化、双方
向の広告モデルの浸透で、マス広告モデルも変化がおきている。個人の嗜好性
が多様化し、市場が細分化している。企業は、細分化された市場、コミュニテ
ィへの効率的な接触が必要とされている。  
 
テレビ業界は、一方向性の限界に気づかなかったわけではない。双方向サー
ビスは、30 年前から開発されてきた。しかし、1)視聴者とテレビ局の双方向コ
ミュニケーションだけが可能であったこと、2)高価なハード機器購入が必要な
こと、の 2 点で普及しなかった。本研究では、ケータイを用いた視聴者サービ
スを提案している。ケータイを用いれば、1)既に普及しているインフラ、2)視
聴者同士のコミュニケーションが可能で、視聴者コミュニティを形成できる。  
 
インターネットコミュニティは、自然に発達するというのが通説である。し
かし、ケータイ掲示板を分析した結果、リーダーの関与が、健全なコミュニテ
ィ発達に必要なことがわかった。およそ 25％程度のリーダー関与、つまり書込
みがなければ、建設的な発言が減少し、コミュニティが衰退する。掲示板の 90％
以上は、書込みが 100 回未満で、書込みが止まってしまう。  
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エンターテイメントとコミュニティの結合というアイデアによる、視聴者コ
ミュニティ化は、独自なテレビ局事業戦略になる。テレビ局は、視聴者と強い
結びつきを持ったことがないからだ。視聴者コミュニティ化は、テレビ局初の
顧客ロイヤリティプログラムとなる。  
 
ケータイ WOWOW は、２００１年９月に世界初のテレビとケータイを結合
した、視聴者コミュニティ運営会社として設立された。１ )番組へのアラート、
２ )視聴者同士のコミュニケーションというニーズを汲み取り、番組アラートメ
ール、掲示板コミュニティという、プッシュ型、プル型を組み合わせたサービ
スを展開している。  
 
ケータイＷＯＷＯＷは、コーポレートベンチャーで創業し、親会社とのシナ
ジー効果がでている。ＩＴ業界は、自由競争、迅速な意思決定が必要な業界で
ある。規制業種の放送業界とは、マネジメント手法が違うので、事業成長の面
から分社化という形をとった。番組のアラートメールは、番組視聴促進につな
がり、視聴者コミュニティは、顧客固定化につながった。セグメント可能なメ
ール広告、コマースは、新たな収益源となった。  
 
ケータイで顧客コミュニティを形成、広告、コマース事業を、コーポレート
ベンチャーで遂行するアイデアは、ブランド力があり、膨大な消費者を顧客に
もつ企業に広く応用可能である。ケータイメールは、常時接続、プッシュ型、
細分化したデータベース構築が可能という点で、現代のミクロマーケティング
の手法に適したツールである。  
 
情報の供給過多、分散化されるメディア、細分化される市場、という社会変化
に対応するには、顧客とのコミュニケーションプログラムが必要不可欠になる。
消費者は企業とコミュニケーションとりたいわけではなく、消費者同士のコミ
ュニケーションへのニーズが強い。双方向のコミュニケーションだけでなく、
コミュニティを形成するビジネス化が、インターネット時代のビジネスの要諦
になる。
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序論  
 
 
1-1 本論文研究の背景と目的  
 
 
本研究は、エンターテイメントとコミュニティの結合による放送業界の新ビ
ジネスモデル創生と、ケータイＷＯＷＯＷ社の創業によるその実証を述べてい
くものである。  
 
放 送 業 界 は 、 ブ ロ ー ド バ ン ド と い う ク リ ス テ ン セ ン が 、 「 Innovator’s  
dilemma」 で述べた破壊技術により、既存事業モデルの転換をせまられている。
ジョージ・ギルダーがかつて述べた「テレビの消える日、テレコンピュータの
時代」が訪れるのであろうか [1]。コンテンツ流通を独占するという強みが、ブ
ロードバンド普及により、崩れてきている。電波を独占することで、大量生産
時代のマス広告手法から得てきた利潤を、インターネット、ケータイといった
新たなメディアが脅かしている。社会の成熟化や、ケータイなどデバイスのパ
ーソナル化により、世の中の人々の意識も変化した。他者を排除した居心地の
よい私的空間には、マス広告が入り込む余地はない。  
 
コンテンツは、ブロードバンドの登場により、品不足時代から供給過多時代
に変化する。放送業界は、今まで番組という商品を製作し、商品棚に置くだけ
で、顧客が商品を買ってくれた、つまり番組を見てくれた  
。番組を製作するメーカーであるテレビ局は、新規参入が規制されていたの
で、商品の選択肢が少なかったからである。東京では、ある時間にテレビを見
ようと思ったら、ＮＨＫと民放合わせ 7 局の中から見たい番組を選ぶしかない。
品物不足、売り手市場の、メーカーがパワーを発揮できる市場であった。  
 
ブロードバンド、インターネットの登場がメーカー主導型のコンテンツ市場
を変化させつつある。インターネット以前にも、テレビ局はテレビ画面の独占
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性を脅かされつつあった。ビデオ、テレビゲーム、衛星放送、ケーブルテレビ
などの多チャンネル化、はテレビ局のテレビ画面へのコンテンツ提供の独占的
地位を低下させてきた。ブロードバンドは破壊的な技術である。コンテンツ流
通網、デバイスが既存の放送網とは異なる代替技術である。インターネット上
にはコンテンツが無数に存在し、流通を独占することもない。ブロードバンド
は、番組というコンテンツ商品の品物不足から供給過多市場への移行を意味し
ている。電波を独占するという強みが通用しなくなるのが、ブロードバンド時
代のコンテンツ産業である。  
 
コンテンツ供給過剰なブロードバンド時代には、テレビ局はバリューチェー
ンの強みを変化させ、新たな戦略を構築、マーケティング手法を変化させる必
要がある。テレビ局は、自社の強みを、コンテンツ制作に求めるのか、膨大な
視聴者の囲い込みに求めるのかを選択し、マーケティング手法も、カスタマー
ロイヤリティを重要視し、市場を細分化したミクロマーケティングに変化させ
なければならない。  
 
本研究は、テレビ業界のカスタマーロイヤリティプログラムとミクロマーケ
ティングの導入として、視聴者コミュニティを形成し、新たな成長戦略を描く
ことを目的としている。規制業界にマーケティングは不要であったが、破壊技
術により競争が導入されマーケティングが必要になってきているテレビ業界の
初めての試みである。  
 
1-2 研究の手法  
 
本研究の手法は、大きく 3 つに分けることができる。第 1 に、先行研究の定
義を用い、新たな知見を導きだすことである。コミュニティの研究、インター
ネットの研究、コミュニティビジネスの研究、テレビの研究はそれぞれ存在す
るが、テレビ視聴者をコミュニティ化し、ビジネスを構築するという複合的、
包括的、俯瞰的な視点の研究はない。そこで、本研究では、コミュニティや、
テレビの研究を複合的に組み合わせ、テレビを介したコミュニティの形成とそ
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のビジネスモデルについて論じていく。  
 
第 2 に、データを収集、分析することにより、一つのメソッドを構築しよう
と考えている。先行研究からの知見を基盤に自らの理論構築を図っていくが、
その実証として実際のデータを収集し、分析することによって新たな考えを提
示できると考えている。第５章では、掲示板に書き込まれたデータを収集、分
析することにより、掲示板のリーダーの役割を導き出そうと試みている。第５
章で導きだされる法則で、本研究が述べているコミュニティビジネスの実践が
可能になる。  
 
第 3 に、実際に会社を創業し、本研究で得られる知見を実践していることで
ある。第 7 章で述べることになるコーポレートベンチャーの起業とその展開は、
本研究の理論を、実際に裏付けるもので、貴重な議論となる。コーポレートベ
ンチャーは、メディア業界に属した議論であるが、ここから得られる知見は、
広く一般的な産業に応用できる。  
 
本研究は、1)先行研究の知見を複合的に考察することで導きだされる新たな
知見、2)先行研究のフレームワークを用いた分析に伴う知見、3)ビジネス起業
から得られる知見、という 3 点で成立している。  
 
1-3 論文の構成  
 
本研究のアウトラインを、図 1.1 に示した。本研究の構成は、第 1 章序論か
ら第８章結論まで、８章で構成される。事業環境の変化から、本研究の提言す
るエンターテイメントとコミュニティの結合による新ビジネスモデルをまず提
示する。そのモデルの検証は、1)双方向サービスの失敗、2)掲示板コミュニテ
ィの発達、3)エンターテイメントとコミュニティの結合、の 3 点から行う。3
点の検証から求められた知見の実証として、コーポレートベンチャーの創業に
ついて述べる。  
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図 1.1 本論文の構成  
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第２章  エンターテイメントとコミュニティ結合による新ビ
ジネスモデル創生  
 
 
2-1 インターネット業界が顧客囲い込みをする前に  
 
 
テレビ局にとって視聴者は、直接目に触れない存在である。視聴者が、テレ
ビ局の販売する広告枠を買うわけではないからだ。しかし、テレビ局には視聴
者を囲い込む必要性がでてくる。インターネット、ブロードバンドがテレビ視
聴者を奪い、テレビのメディアパワーを奪っていくことが予想されるからであ
る。  
 
インターネットの事業モデルは、いかに多くの消費者を自社サイトに誘導す
るかが重要である。場所、距離、政府規制、の制約がないインターネットは、
情報、サービスが多量に散在する世界であり、常に供給過多な市場でのビジネ
スモデル構築となる。商品不足、一品種大量生産、マス広告、という時代の戦
略、マーケティング手法からは一線を画す。ギャザリングという販売手法では、
消費者が入札により商品価格を決めていく。インターネット上では、価格決定
権などパワーが、圧倒的に消費者に移っているのである。ゆえに、インターネ
ットでは商品、サービスの品揃えの量ではなく、質の高い消費者がどれくらい
集まっているかがビジネス遂行に肝要な点である。  
 
テレビメディアの集客力は、インターネットビジネスの観点から見ると、魅
力的である。テレビ局の視聴率１％は、１００万人といわれる。２０％を超え
る人気ドラマになると、２，０００万人が同じ時間帯に、同じ番組を見ている
ことになる。インターネットサイトが、膨大な視聴者を自社サイトに誘導し、
顧客データベースを構築できれば、競争力のあるサイトになるであろう。  
 
テレビ局のインターネット戦略は、サイトを開設し番組情報のプロモーショ
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ンに利用している程度のものが散見される。新たなコンテンツ流通、あるいは
無料の告知板程度にしか扱われていないのが現状だ。テレビ局では、インター
ネットを補完的なメディアとしか認識していないが、インターネット業界は、
コンテンツ流通が利潤の源泉ではない。インターネット業界からは、その集客
力のみがテレビ業界から奪いたいリソースである。  
 
インターネットとテレビの融合で、一番重要な点は、新たなコンテンツ流通
という視点でなく、視聴者のコミュニティ化である。視聴者のコミュニティ化
とは、テレビ局が顧客データベースを構築することである。メディアの本質的
なパワーは何かといえば、到達人数の大きさであろう。ブロードバンドがテレ
ビ業界にとり、破壊技術なのは、ブロードバンドが普及してきたからである。  
 
視聴者のコミュニティ化は、一方向メディアのテレビでは不可能である。双
方向、多方向メディアなインターネットで初めて可能になる。インターネット
を利用しながら、さまざまな企業が会員データベースを構築している。会員組
織を持つ企業は、電子メール、サイトを利用すれば、会員データベースを他企
業に販売、経済価値に置き換えることができる。自社製品を販売したい企業か
らみれば、マスメディアよりも効果的な広告活動が行える。各々の企業のデー
タベースは、マスメディアを通過せずに、交換されるのである。セグメント化
された市場へのマーケティングは、今後さらに洗練されてくるだろう。  
 
テレビ局の抱える膨大な視聴者を、インターネットを利用して、コミュニテ
ィ化、データベースを構築できれば、マスメディアであったテレビ局が、セグ
メントが可能なメディアへと変貌する。マス広告はテレビ放送を通じて行い、
セグメントが必要な広告は、メール媒体で行えばよい。番組毎に、顧客データ
ベースを構築すれば、嗜好性でセグメントされたデータベースが完成する。  
 
視聴者のコミュニティ化は、テレビ業界初のカスタマーロイヤルティマーケ
ティングであり、ミクロマーケティングである。テレビ業界は、自社商品であ
る番組の宣伝、また視聴者のアフターサービスにリソースを割くことはなかっ
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た。しかし、視聴者には番組を見逃したくないニーズがあり、番組を見た後に
同じ番組ファン同士でコミュニケーションをとりたいニーズがある。見逃した
くないニーズは、ケータイメールというプッシュ型サービスで対応し、視聴者
同士のコミュニケーションニーズは、掲示板というプル型サービスで対応する
ことができる。番組のアラートメール、掲示板は、特定の嗜好性をもつセグメ
ント化されたメディアとなり、顧客データベースとなる。マスメディアが、セ
グメントメディアの集合体として再構築される。インターネットにメディアパ
ワーを奪われる前に、視聴者をコミュニティ化する戦略が、次世代の競争戦略
に有効である。  
 
 
2-2 テレビ視聴者コミュニティ化のビジネスモデル  
 
 
本研究が提示するモデルは、１ )番組毎のアラートメールの登録を募集、２ )
放送１日前にアラートメールを配信、３ )番組視聴を促進、４ )番組毎の掲示板
で視聴者同士のコミュニケーションを図るというものである。収益は、アラー
トメールへの広告、コミュニティへのコマース、調査などが考えられる。  
 
アラートメールは、マスメディアの視聴者をセグメント化したデータベース
構築の役目を果たす。掲示板は、視聴者間のインタラクションを増加させ、コ
ミュニティの価値向上を図る。テレビ視聴者を双方向、多方向コミュニケーシ
ョンが可能なインターネット上に誘導するために、メールには常に掲示板のア
ドレスを紹介し、１回のクリックでサイトにアクセスする機能を持たす。  
 
アラートメール、掲示板は、可能な限り細分化される。インターネット上の
コミュニティは限りなく同質化、パーソナル化していくので、企業側に都合の
いい大きな分類は通用しない。音楽、映画という大分類ではなく、邦楽、洋楽、
アクション映画、韓国映画という小分類のメール、コミュニティでなければ視
聴者は利用しないし、活発なインタラクションもない。また、細分化しなけれ
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ば、コミュニティを経済価値に置き換えることも困難になる。  
 
図 2.1 に、テレビとコミュニティの結合のビジネスモデルを示した。この事
業を行うにあたっては、コーポレートベンチャーの形式をとるべきである。な
ぜならば、規制業種のテレビ業界と、自由競争で、迅速な意思決定が必要なＩ
Ｔ業界では、マネジメントのスピードが異なるからである。  
 
図 2.1 エンターテイメントとコミュニティ結合のビジネスモデル  
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第３章 先行研究 テレビ・インターネット・コミュニティ  
 
 
３ -１ テレビの視聴意識、編集について  
 
 
テレビとインターネットの関係を、デリック･ドゥ･ケルコフは、「ポストメデ
ィア論」の中で「テレビとコンピュータの収斂は、かつてないまったく新しい
可能性、すなわち個人、および個人の要求をネットワークでつなぎ、集合心理
を形成する可能性を提供する」と論じている [1]。彼は、テレビは一方向コミュ
ニケーションメディアであるが、インターネットは双方向、多方向メディアで
あるという重要な点を指摘している。元々一方向のメディアであるテレビが、
双方向、多方向コミュニケーションが可能なインターネットで見ることになっ
たとき、テレビの視聴形態、意識は、パソコン画面を覗いている意識へと変わ
っていくだろう。  
 
テレビのコミュニケーションについての議論は多々ある。例えば、ロジャー・
シルバーストーンは、「テレビジョン、存在論、移行対象」の中で、「日常に組
み込まれているテレビ」の「非日常性」とテレビ編成にみる「連続性」につい
て述べている。テレビから流れる映像は、編集された非現実的なものであるの
に、個々人はそれを現実と捉えてしまうという心理を考察している [2]。レイモ
ンド・ウィリアムズも「生産手段としてのコミュニケーション手段」で同じ様
な指摘をしている。彼はコミュニケーションを変換型、持続型に分類し、テレ
ビは変換型であると分析する [3]。すなわち、テレビは「現実のジェスチャーを
直接的に伝達し」ているが、それは「編集されたものをみているだけである」
とし、この「編集・再分配」作業は、消費者のテレビへのコミュニケーション
に積極的な影響をより及ぼすと述べる。  
 
編集について、北山と佐々木は、情報の「編集価値」という定義を述べてい
る [4]。松岡正剛が述べた「情報はひとりでいられない」という定義を引き、情
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報は常に別な情報とつながるという点を指摘している。情報の価値は他との情
報がどのようにつながるかという編集の妙にあるとする。例えば、優れた映画
は優れた編集によって成り立ち、ラグビーで価値ある試合とは、優れたプレー
の編集が行われた試合ということになるという [5]。映画やラグビーの試合は、
その編集された情報の総合値として価値を持ち、それを情報の編集価値と呼ん
でいる。  
 
テレビに関する研究は、コミュニケーションについての考察が主である。イ
ンターネットが登場してから、我々がテレビについての考察を深めるには、コ
ミュニケーションの問題だけでなく、ケルコフの述べるように、インターネッ
トの多方向コミュニケーションに注目し、コミュニティについての考察を深め
る必要がある。  
 
インターネット上に広がるコミュニティは、参加する人々がテレビに関する
話題で結びついているものも多い。例えば、インターネット掲示板の「２ちゃ
んねる」には、テレビの様子をテキストで書き込む「実況」コーナーがある。
テレビ局の掲示板に番組毎のカテゴリが多数存在し、個々人は、自分が今見て
いる番組の様子や、感想をライブで書き込んでいく。書込み参加数は、人気の
ある番組、ニュースだと 3 分間程度で 1,000 を超すことも珍しくない。インタ
ーネットだけでなく、テレビ番組を見ているという事実を介するだけで、多数
の個人が連結され、コミュニケーションが生まれる。マスメディアにアクセス
する視聴者同士がコミュニケーションを取れるのは、インターネット以前には
無かったことである。  
 
テレビ視聴ほど同時に多数の個人が集まるメディアは存在しない。膨大な視
聴者はそのままでは、コミュニティではない。エイミー・ジョー・キムは、「毎
週どこかで、スタートレックを見ている人々の集合体はコミュニティとはいえ
ない。彼らがコミュニケーションを取ることは決してないからだ」と述べてい
る [6]。コミュニティには必ずコミュニケーションを取る場が必要である。プロ
野球を日曜夜見ている人は、何百万人といる。彼らをコミュニティ化するには、
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インターネットというコミュニケーションツールが必要になる。  
 
コミュニティを形成する人々の数が大きいほどビジネスチャンスは大きい。
昔から、人が集まるところでは商売が盛んだ。テレビの視聴者をコミュニティ
化すれば、ビジネスチャンスが生まれる。テレビもインターネットも、双方が
連結することで、双方が新たな展開、変容を見せるであろう。現在まで、マス
メディアを通し、インターネットでつながる人々の関連性について考察した研
究は少ない。しかし、こうしたテレビの変容をインターネットコミュニティと
の関連で考察していくことは、今後のインターネットが与える社会的変化を考
えると意義がある。  
 
 
3-2 ネットワークコミュニティは、他者を排除する私的空間  
 
 
テレビとインターネットが結びつく際に考えるべき点の一つは、メディアの
情報の流れ、性格と、それに影響されるメディアを利用する個々人の意識の違
いであろう。テレビでは、情報は一方向で流されるのに対し、インターネット
上の情報の流れは、双方向であり、多方向である。テレビは最初から、集団で
空間を共有し、見るように作られているのに対し、パソコンはスタンドアロー
ン、個人で楽しむものである [7]。インターネットは、スタンドアローンで作ら
れたパソコンを結びつけている。個人で楽しむ時間、空間を、ネットワーク化
しているのが、インターネットの世界である。  
 
インターネット回線で結びつけられたネットワークを通してやり取りされる
情報は、送信時と受信時では、同一である保証はない [8]。池田信夫は「ネット
ワーク社会の現実」で「途中で消えるかもしれないし、データが壊れるかも知
れない。このようなコミュニケーションの不確実性をジャック・デリダは郵便
的と呼んだ」と述べ、インターネット情報の非同一性について知見を示してい
る。  
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テレビの画像は、編集することによって、現実とは違うものがいかにも現実
と同じように同一化される一方、インターネットでは、送信された情報が、送
信者と受信者で共有される保証はない。インターネットの受信者側は無保証性
を認識しながら、情報を受け取っている。受け取る情報の確実性が、テレビと
インターネットで行われるコミュニケーションの意識の違いに表れている。テ
レビでは誰もが同時に同じ画像を見ていると誰もが認識している。一方、イン
ターネットの情報共有は「不確実」である。インターネットでは、匿名同士で
コミュニケーションが可能だ。インターネットで繋がっている相手は、自分が
感じている人と同じであるかどうかは不確実なのである。  
 
情報だけでなく、他人に対するこの「不確実性」は、ネットワークで繋がる
人々の意識に影響を与える。インターネットには、自分の好きな情報だけが入
ってくる「マイページ」というサービスがある。自分の興味以外の情報は遮断
し、自分が所属するネットワークに他人が入ってくることに対する嫌悪感から
生まれる行動と言える。武田徹は個人の空間を「若者はなぜ他人と繋がりたが
るのか」という著書で、「自分につながっているネットワークには、他人は入り
込めないように、ネットワークを「私的空間」としてしまうのだ」と述べてい
る。吉井博明は、アロンソンの心理的近隣（Psychological neighborhood）と
いう概念を元に、ケータイコミュニティを内向きコミュニティ、インターネッ
ト電子会議室などのコミュニティを外向きコミュニティと呼んだ [9]。  
 
他者の排除は、インターネットだから可能であり、インターネットでは必然
な行動であろう。テレビはチャンネル数が限られているので、自ら情報を遮断
する必要性はない。常時接続なインターネットでは、情報はどこからともなく、
見知らぬ他人から届くことも、日常茶飯事である。見知らぬ情報の氾濫が、個
人を「私的空間」へと閉じ込め、結果的にメディアは分解されていく。掲示板
サイトの 2 チャンネルでは、テレビ局の掲示板に番組毎のサイトが設けられ、
個人が自分の見ない番組サイトで情報交換することはない。東京で普通に見ら
れるテレビチャンネルは NHK2 局と民放 5 局であるが、インターネット上では
7 つのマスメディアが無数の番組掲示板に分解される。インターネットでは、
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テレビも無数のメディアに分解され、同質性のコミュニティが散在する状態と
なる。  
 
 
3-3 私的空間がネットワークを求める：信頼と安心という概念  
 
 
メディアが段階的に分解され、個人で楽しむものになると、今度は個々がネ
ットワークを求める。だからこそ、コミュニティの研究が重要なのである。段
階的に分解されるメディアを楽しむ個人の意識について吉見俊哉は、「ウォーク
マンは、メディアを通じて私たちの共通の風景が解体し、ばらばらに再構築さ
れていく可能性」を示し、「私たちは、都市のどこにいようがその場所をまるで
自分の個室のような空間として経験」すると述べている。ウォークマンという
スタンドアローンな音楽プレーヤーの登場により、コミュニティで重要な地縁
的な関係までが解体していく。吉見はさらに、メディアの細分化、パーソナル
化により、公的空間と私的空間の消失を指摘する。つまり、個々人が存在して
いる空間は、すでに公的なものでなく、他人と関係をもつのもこの私的な空間
である [10]。同じく武田徹は、携帯電話で繋がる若者は、「公共的な社会」の中
で繋がるのではなく、「他者の存在しない電話共同体」でのみ繋がると指摘する
[11]。個人にまで分解されたメディアを媒介にするコミュニティは、既存コミ
ュニティ概念と種類が違うようである。  
 
山岸俊男に「安心と信頼」という概念がある [12]。山岸によれば、「信頼」は、
「社会的不確実性が存在している場合」に意味をもち、「安心は、社会的不確実
性が存在しない状況についての認知」だと言う。信頼の例として、目覚まし時
計の動作、道路での車の動き、信号等をあげ、安心については、死の制裁とい
う鉄の掟を持つマフィアの親分が子分に抱く感情を例示している。日本社会の
「集団的な社会関係のもとでは、安定した集団や関係の内部で社会的不確実性
を小さくすることによって、お互いに安心する場所」が提供されていたという。
インターネットの情報共有の不確実性は、個々人に「信頼」を求めるよう行動
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することを示している。個人は、「安心」を求めるために、私的空間を求めたり、
「他者の存在しない電話共同体」にのみに繋がるのではないか。自分しか存在
しない私的空間や、電話共同体には他者は存在しないからである。  
 
ここまで、インターネットでのコミュニケーション、テレビでの情報受取の
違いについて述べてきた。インターネット回線を通じ、PC で見るテレビ映像
は、通常のテレビと違うのだろうか。ブロードバンドでは、テレビと同じよう
な映像を楽しめるが、見ている個々人の意識は、テレビを楽しんでいる意識と
は違うという指摘がある [13]。個人が積極的にコンテンツを探す PC は検索型
デバイスであり、チャンネル数が限られているテレビは、受動型デバイスであ
る。テレビとブロードバンドで同じような映像が流れていても、受止める個々
人の意識は本質的に違うと言えよう。それは、前節で述べた「不確実性」に依
拠していると考える。シルバーストーンは現実の違いを指摘したが、ケルコフ
の述べる所のように、インターネットには配信側と受信側とに内容の同一性は
保障されていない。だからこそ、テレビは受動型の姿勢でいいのだし、インタ
ーネットは検索型になる。  
 
「通信と放送の融合」というテーマの議論では、テレビとインターネットの
コミュニケーションの違いに視点を置いて論じることが肝要である。既存研究
では、ブロードバンドを利用したビデオオンデマンドなど、コンテンツ流通に
ついての議論が多い。コンテンツがテレビでなく、インターネットからも流れ
てくることの影響力は、単なる映像流通というビジネス的な側面だけでなく、
個々人の意識までを変える可能性を秘めている。インターネットの影響は、メ
ディアの役割の変容、広告モデルのあり方、そしてコミュニティの形成など、
大きく、早く、終わりがない。  
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3-4 ミクロマーケティングの時代 テレビ広告とインターネット広
告の出現  
 
 
聖書の印刷から始まったとされるメディアは今まで「広く知らしめる」役割
を担ってきた。メディアの発達とは、印刷、電話、ラジオ、テレビという伝達
手段の発達と、伝達可能人数の増大であった [14]。テキスト、音声、映像と表
現手段の発達でもあった。インターネットも同様に、テキスト表現から、現在
では音声、動画を配信できるようになっている。  
 
テレビ放送の嚆矢は、1953 年 2 月 1 日の NHK 東京テレビジョンの本放送で
ある。民放では 1953 年 8 月 28 日の日本テレビ放送網の放送である。日本テレ
ビの開局時に、テレビ受像機の普及台数は、3,500 台であった [15]。1985 年の
衛星放送開始以来、NHK、WOWOW、スカイパーフェクトテレビ等を除き、
ほぼ全テレビ局が、広告放送というビジネスモデルを続け、成功している。  
 
テレビ産業を番組制作会社、代理店等を除き、狭義テレビ局だけの産業と考
えると、テレビ産業は寡占産業である。テレビ放送局は全国で 192 局ある。テ
レビ局の売上 1 位はフジテレビで、平成 15 年度の連結売上 4,240 億円、経常
利益 370 億円、経常利益率 8.7%である [13]。売上 10 位までのテレビ局の総売
上は、4 兆 1,100 億円で、この 10 社でテレビ局 112 社の総売上の 87%を占め
る。テレビ局のおもな収入は、番組放送枠の販売、CM 放送枠の販売で占める。
フジテレビを例にとると、平成 15 年度決算で、テレビ放送収入は、全収入の
77%を占める。その他の収入は、通信販売収入が 610 億円で全体の 14%、テレ
ビ番組制作収入が全体の 10%となっている [16]。この 3 部門がテレビ局事業の
柱となる。  
 
テレビ局収入の 80％近くを占める CM 販売は、広告代理店の販売で成立して
いる。日本の広告代理店は、媒体管理のレップ事業部門と制作部門の 2 つの事
業体で成立している。広告業界大手の電通は、2004 年度の営業収益 1 兆 7,249
25 
億円のうち、テレビ媒体の販売が 44.1％つまり、7,606 億円の売上を記録して
いる。テレビ媒体の手数料は 15％なので、テレビ広告の販売は 5 兆円規模の取
引があったと推定される。日本の広告代理店は、テレビメディアの成長ととも
に、代理店自体も成長していきたと言われる。電通は、毎年日本の広告費の統
計を発表している [17]。その統計によれば、平成 15 年 1 月から 12 月の日本全
体の広告費は、5 兆 6,841 億円である。日本の広告費は、3 年連続の減少を続
けており、1985 年を 100 とした指数では、平成 15 年はバブルのはじけた昭和
63 年と同じレベルである。全体の総広告費の中で、テレビ広告費は 1 兆 9450
億円であり、全体の 34.3%を占める。テレビは、広告媒体として重要な地位を
占めている。  
 
テレビ放送は、情報を広く一般に届けるメディアとして機能してきた。日本
のテレビ普及率は 100％に近く、ほぼ全世帯に普及している。一品種大量生産
時代は、自社ブランドを効率的且つ多数に認知させるのに、テレビは効果的な
メディアであった。大量認知のための 15 秒間の短いスポット枠の中で商品を
連呼した CM が多数生まれた。競合他社に対し、ブランド認知を高める戦略で
ある。  
 
一方、インターネットの普及数が急速に伸びている。インターネット普及数
は、2004 年で 7,100 万人、ケータイの WEB 接続可能な端末数は、8,300 万台
[18]。ブロードバンドの契約数は、1,500 万世帯以上となり、約 2,600 万世帯
が利用していると言われている [19]。普及数だけで見ると、広く知らしめると
いう今までの放送が担ってきたメディアの役割に、強力な競争相手が出現しつ
つある。  
 
メディアを取り巻く環境変化には、広告クライアントの意識の変化も理解す
る必要がある。新媒体が出現したことで、クライアントの広告出稿にも変化が
みられ、インターネット広告が他媒体のシェアを侵食している。日本における
広告メディアは、新聞、放送、雑誌、ラジオの４マス媒体と称される。 2003
年度の媒体別広告費は、新聞 18.5%、放送 34.3%、雑誌 7.1%、ラジオ 3.2％で
26 
あった。一番シェアの低いラジオの広告費は、前年比 98.7%の 1,807 億円であ
った。ラジオ広告は、3 年連続クライアントからの出稿が減少している [20]。  
 
普及数の伸びているインターネットへの広告費は、2004 年度に 1,500 億円を
超え、ラジオ媒体の売上を超えてしまった [20]。インターネット広告は、バナ
ーと呼ばれる広告ボードを PC サイト上に設置する方式が一般的である。消費
者はボードを見て、ブランドを認知し、購買意欲を持った場合、バナーを通じ
（クリックし）、広告クライアントのページに移動して購入する。バナーの画像
は、静止画だけでなく、動画の場合も多い。動画が可能になると表現様式では
テレビと遜色ないレベルになる。実際、テレビと遜色ない動画広告バナーが増
えている。普及数でも、既にマスメディアと言われるまでに広告クライアント
からも認識されてきた。  
 
インターネット広告の特徴は、消費者にとって双方向な点である。消費者は、
広告を見て、興味を持ったら、即購買することができる。アテンションからア
クションまで、消費者の意思決定が迅速に、便利に行える。一方、クライアン
トは、購買の実数が把握でき、出稿したメディアの影響力が認識できる。広告
出稿料と売上比較が可能になり、より効率的な出稿計画が立案される。メディ
アにとっては、購買行動につながらなかった部分の売上、メディアのブランド
代が消滅する。企業は、売上計画から促進費を計上し、メディアに出稿するだ
ろう。インターネット広告は、企業、消費者にとって利があるが、既存メディ
アの役割を否定しかねない。この考えを推し進めたのが、アフィリエイト広告
という広告形態である。  
 
アフィリエイト広告は、クライアントの売上の一部が媒体に支払われる仕組
みである。「売れたら幾らか払う」方式なので、クライアント企業には一切の広
告投資リスクはない。メディアは、媒体として売買が成立しないので、今まで
のビジネスモデルが崩れることになる。クライアントの一部はアフィリエイト
広告を、既にテレビやラジオなどで、到達数の少ないメディアに適用し始めて
いる。メディアは、広告媒体としての価格付けができなくなり、今までのよう
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な売上を保つことが不可能になる。放送局は、電波送出設備などインフラ代に
コストをかけている分、アフィリエイト広告では事業が成立しない。アフィリ
エイト方式を、クライアント側が、テレビ局すべてに要求してきたら、既存テ
レビ放送の広告ビジネスモデルは成立しなくなるだろう。インターネットの普
及増加によるテレビビジネスの危機はまさにこの点にある。  
 
コンテンツ流通という役割でも、ブロードバンドはテレビよりも優位性があ
る。メディアは、伝達するコンテンツがなければ存在理由がない。ブロードバ
ンドは、コンテンツ流通においても、テレビの代替技術となる。ラジオからテ
レビへとメディアが変遷したのは、音声から映像という表現能力の差が存在し
た。既存技術では、メディア表現能力の増大は、コスト増大を意味していた。
ブロードバンドが破壊技術なのは、表現能力がテレビと変わらないにもかかわ
らず、送出などのインフラ設備、消費者が負担するデバイスなどの負担がなく、
むしろ低減される点にある。マスメディアのコンテンツ流通の優位性は、イン
ターネットが映像を流すことができる技術革新が進んだ今日から、低減し続け
るだろう。  
 
テレビは、メディアの持つマーケティング機能に強みをもたせた、広告モデ
ルで利潤を追求してきた。マス広告モデルは、インターネット広告の利便性、
効率性により、地位を脅かされている。クライアント企業は、市場を細分化し、
ターゲットを絞った商品を開発している。自社ターゲットへの市場への効率的
な接触が、マーケティング活動の要となっている。インターネットは、細分化
市場へのアクセスという点でも、テレビマス広告よりも優位性を持っている。
インターネットは、消費者同士がコミュニケーション可能なコミュイニティを
形成できるからである。  
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3-5 コミュニティの諸定義  
 
 
松本は「ネットコミュニティ形成の理論」で、コミュニティとは、「ある空間
内に存在する個人が、「情報」の交換を通じて空間内における人々の「共同体的
な価値＝共同性」を生み出すことを通じて形成される空間」と定義する。個人
は、この世に存在する全ての「情報」を持ってはいないという点で不完全であ
り、「情報」を効率的に得たい、「情報」がある場合はそれを自分のものにした
いという意欲が、合理的に存在する [21]。本論文では、このコミュニティの定
義を基に議論を進めていく。  
 
「コミュニティとは何か」というテーマで、一番よく紹介されるのが、テン
ニースの「ゲマインシャフト」と「ゲゼルシャフト」という定義である。「ゲマ
インシャフト」とは、血縁、地縁等でつながる「共同体」のことであり、「ゲゼ
ルシャフト」とは、共通利益を基に結びついた存在で、会社、都市などの例が
あげられる [22]。  
 
マッキーヴァーは「アソシエーション」と「コミュニティ」を比較している
[23]。彼は、「コミュニティ」がある特定の領域を持った共同生活の空間である
とする一方で、「アソシエーション」を特定の関心・テーマによって集まった集
団とした。領域とは空間であり、コミュニティは「関心」よりも、「地域的なつ
ながり」のほうが強いとした。一方、アソシエーションは会社、都市などで、
土地を媒介にしたつながりよりも、特定の「関心」で集まるという人間の意志
の力に重点を置いた集団と論じている。  
 
ロバート D.パットナムは、コミュニティの発達を、「メンバーが信頼できる
ことを明示し、お互い広く信頼している集団は、そうでない集団の幾倍も多く
のことを達成できよう」と、コミュニティの信頼に基づき論じている [24]。コ
ミュニティの発達には、コミュニティ構成員間の「相互信頼、相互利益」とい
う社会資本の豊かな存在が必要であり、「構成員の互酬性が、コミュニティの持
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続的な発達を可能にする」と述べている。  
 
大抵の社会学者のコミュニティ研究は、この地縁的結合、集団の目的、相互
扶助、相互信頼があってコミュニティが成立するという議論に沿っている。本
論文では、松本の言う「限定的な個人」が「情報」を得るために、コミュニテ
ィが存在し、パットナムの述べる論に従い、コミュニティの発達を「社会のよ
り幸福な相互信頼である」と定義したい。  
 
 
3-6 インターネットコミュニティ 社会学・ＣＭＣ・ビジネス界から  
 
インターネットコミュニティと、リアルなコミュニティとの違いは、共有す
る地縁的な空間がない点である。コミュニティの成立はまず農村コミュニティ
であると考えられており、土地を媒介にした限定的なコミュニケーションに基
づいたコミュニティの形が原型である。一方、インターネット上では、地縁的
な空間がないのが特徴である。  
 
最近のインターネットコミュニティの研究は、マッキーヴァー等の定義を提
示し、そこから「地縁的」な概念を差し引き定義するものがほとんどである。
カスティーヨは、「The Internet Galaxy」で、Virtual Community と Networked 
Society を比較述べるにあたり、コミュニティを「networks of interpersonal 
ties that provide sociability, support, information, a sense of belonging, and 
social identity」と定義したウェルマンを紹介し、個人は、「 tend to develop 
their “portfolios of sociability」と述べている [25]。  
 
彼は、吉見が述べる「電話共同体」を network と定義、コミュニティと分け
た理解を提示する。吉見が若者は私的な空間に閉じこもるという論を展開して
いるのに対し、カスティーヨは、インターネット社会では、個々人は私的空間
を何個も持つのであると分析している。ある空間では、同じ話題、同質な人間
同士が集いコミュニケーションを取っているが、個々人はその同質性に陥って
30 
いるのではなく、そのような空間を複数もつことで単一なコミュニケーション
世界から逃れていると考える。ネットワークコミュニティにおける個々人のコ
ミュニケーションの変化は、個々人が変化したのではなく、インターネットの
「不確実性」がもたらした必然であろう。この「不確実性」が、コミュニティ
における「安心」を取り除き、「信頼」に頼るコミュニケーションに変容したの
ではないだろうか。  
 
コミュニティの発達について、パットナムの「相互信頼、相互利益」という
議論は、インターネットコミュニティにも適用できる。インターネットの掲示
板コミュニティは、あるトピックについて議論をし、お互いの知識を深めてい
く。「相互信頼、相互利益」、「互酬的な関係」というパットナムの概念通りに、
インターネット掲示板も成立している。さらに、第三者の監視もインターネッ
トコミュニティには存在する。掲示板にはトピックに関係ない話題を書き込む
匿名の愉快犯がいる。掲示板コミュニティでは、匿名の書込みには、無視する
ことで対処する。一方、インターネットコミュニティは、自然に発達するもの
で如何に育成をするかと考えるのは適当ではないという議論は、村本他の指摘
があり通説となっている。  
 
イ ン タ ー ネ ッ ト コ ミ ュ ニ テ ィ の 研 究 は 、 Computer Mediated 
Communication という分野があり、掲示板をツリー構造とみなし、発言者同
士の関連性や、ソシオグラム他を利用しコミュニティを計量化する研究が行わ
れてきている [26]。例えば、北山は電子メールのメリングリストから発言者の
ツリー構造を分析している。発言者と発言への返信の様子をツリー状で表現し、
返信の数、返信の時間等の集計を行った研究をしている [27]。  
 
ビジネス界からもインターネットコミュニティを研究する動きがあり、様々
な定義づけが行われている。例えば西村博之は、1)人が集まるグループである
こと、2)社会的交流を共有しいていること、3)一定の時間同じ場所にいること、
4)帰属意識の共有がある、という定義をしている [28]。エイミー・ジョー・キ
ムの定義は、共通の関心、目的、または目標を持ち、時がたつにつれて、お互
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いをよく知るようになる人々の集まりである [29]というものだ。村本理恵子は、
インターネットコミュニティの成立条件は、1)人間関係の形成、2)自由で開放
的な場、3)n*(n-1)型のコミュニケーション環境の 3 点をあげている [30]。イン
ターネットコミュニティの定義は、ある共通目標を持ち、一定時間同じ場所に
いるという帰属意識をもった集団、ということになるであろう。石井・厚美の
ように、インターネットコミュニティには共通目標はないということを主張す
る者もいる。 [31] 
 
 
3-7 コミュニティとビジネスの結びつき  
 
 
インターネットコミュニティ上の行動様式のひとつとして、「無知の価値」と
いう概念をケルコフは示している。自分の知りたい情報が無料でインターネッ
ト上に散在すると、「人は在庫を持たない」ようになるという。情報へのアクセ
スがいつでも可能ならば、アクセス方法だけを知っていればいいのである。イ
ンターネットの検索エンジンを辞書や、百科事典がわりに使用している人がい
る。知りたい情報を入力すれば、その情報が存在する場所へすぐいける。「無知
の価値」とは、知っていることへ価値を見出すのではなく、知らなくてもいい
ことに価値を見出す新たな人々の行動である。大量の情報が、無料でインター
ネット上に散在するならば、インターネット上にある情報の価値は限りなく小
さくなる。  
 
ケルコフはインターネット上のビジネスについて「回線使用料と使用時間で
課金する以外に、コンピュータネットワークのユーザーに金を払ってもらう方
法など、誰も見当がつかない」と言う [32]。回線使用料と使用時間で課金する
には、その使用に対して何らかの価値が生み出される必要がある。一方、石井・
厚美はインターネットビジネスを「課金型モデル、提供型モデル、支援型モデ
ル、成果型モデル」という 4 つに分類した。この分類の特徴は、コミュニティ
の特徴として、実名性と匿名性の 2 点を、ビジネスの特徴として、コミュニケ
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ーション自体と結果とビジネス課金の目的を 2 点わけ分類していることである。
石井・厚美の課金型モデルは、リアルなコミュニケーションと同じで、家族や
友人など、人々が実際に会話をしたい人々の間でのコミュニケーションに課金
をするというものである。  
 
インターネットコマースの代表、楽天で取引される商品の売上は、2003 年度
770 億円であった。書籍販売のアマゾンは、2003 年度$5,263,699 の売上があ
る [33]。こうしたインターネットでの物品販売は、地縁的な結びつきを超え、
空間と時間だけを共有する人々によるコミュニティでのビジネスとすることに
より、参加者が増えビジネスが成立している。  
 
コトラーは「現代はミクロマーケティングの時代」であり、企業が利潤をあ
げるには「市場細分化」が必要と述べている [34]。インターネットコミュニテ
ィを利用したビジネスは、ミクロマーケティングに最適である。インターネッ
トコミュニティは、「私的空間」、「他者の存在しない空間」で、細分化されたコ
ミュニティである。したがって、企業が市場を細分化しようとするときに、イ
ンターネットコミュニティは、適したツールなのである。  
 
 
3-4 コミュニティの知の創造  
 
 
コミュニティビジネスを興すには、コミュニティから何かしらの価値が創成
されることが必要である。ダイソンは、コミュニティは人が去れば、復興でき
ないという述べ、コミュニティが「人」と「人」の関係性で成り立っているこ
とを示唆した [35]。コミュニティを「人」と「人」との関係性で捉えたものに
「場」の理論がある [36]。  
 
「場」とは、「コミュニティのメンバーである個が活動するために共通に利
用するプラットフォーム」であり、「人と人がそこで関係し、存在する」こと
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である。野中は、「場」は個々が情報や知識を得るために存在するものと定義
する。知識には、「暗黙知」と「形式知」があり、「場」では「暗黙知」が「形
式知」に変わる作業を行っているという。そして、もし「形式知」から「暗黙
知」への転換が行われているならば、そのコミュニティ成員同士のインタラク
ションにより発生していると考えてもよいだろう。  
 
国領が唱える「顧客間インタラクション」が活発なほど「場」で創造される
知識が増えるとする。「場」から生まれる価値を最大限増大させるには、個と
個のインタラクションを増大させる必要がある。コミュニティの価値とは、あ
る知識を生み出すことであり、知識を生み出すには、「場」での個々のインタ
ラクションを増大させる必要があるということになるだろう。  
 
国領は、「顧客間インタラクション」について、「ネットワーク上でお客さん
同士がコミュニケーションを行い、それが商品の売れ行きや顧客満足に影響を
与える現象」のことであると述べている [37]。 アルビン・トフラーの言う「プ
ロシューマー」を国領は「価値を生産する顧客」と定義し、コミュニティを「あ
る価値体系を共有し、その価値間の下に協力する関係を持っている集団」と定
義する。  
 
この点は、ケルコフもあらゆる情報に誰もがアクセスできるようになるに従
い、メディアが「分散化」し、その結果「主導権が、「生産者 /放送事業者」か
ら「消費者 /利用者」に移行することは、ユーザーのかなりの規模が自らの生
産者、つまり「プロシューマー」になる」ということであると述べている。  
 
企業と顧客の関係を扱う研究がマーケティングであり、企業は常に顧客との
関係で、サービス・商品を開発、販売してきた。従来の考えでは、商品・サー
ビスの生産者は企業であったため、商品を効率的に販売するために、マーケテ
ィングが発展してきた。しかし、「顧客間インタラクション」の考えでは、消
費者も生産者である。つまり「プロシューマー」になるということであると述
べている。供給過多な時代は、消費者も発信者になれるのである。ジャン＝フ
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ランソワ・リオタールは、「ポスト・モダンの条件」の中で、「知識の供給者と
使用者との関係が生産者と消費者との様相を呈する」と述べ、生産者、消費者
の関係が知識にも普及することを予見している [38]。ネットコミュニティの考
えでは、マーケティングは、企業の一方的な領域でなくなり、顧客間、企業と
顧客間といった多方向の考え方が必要になってくる。  
 
コミュニティの価値は創出された知識であろう。野中郁次郎は、知識と情報
の違いを「知識は、情報と違って、信念に密接にかかわり、ある意図を反映し
ており、つねにある目的のために存在する。」と述べている。コミュニティに
よるビジネス構築には、「情報」を「知識」に変更する必要があるだろう。「情
報」を「知識」に変換するには、野中の言う「目的」が必要である。コミュニ
ティは、目的を持っている集団なので、得られる価値は知識と言える。Linux
がいい例である。  
 
 
3-5 イノベーション ビジネスデコンストラクション  
 
 
本研究第７章では、ケータイＷＯＷＯＷを事例として、イノベーション、デ
コンストラクションのフレームワークを用いて、コーポレートベンチャンーの
意義を論じていく。  
 
イノベーションの研究では、シュンペーターが「企業家とは何か」で、企業
家が試みるイノベーションを新結合と表現している [39]。シュンペーターは、
全ての市場で経済主体が満足すると新たな変化はおきないとして、新たな変化
を起こし、それが企業の新たな利潤最大化につながるということを述べている。
企業家が試みる、新しい変化を「新結合」と呼んだ。新結合の代表的な例とし
て、シュンペーターがあげているものは次の５つである。１ )新しい商品の導
入、2)新しい生産方法の導入、3)新しい販路の開拓、4)新しい原料や半製品の
供給源の開拓、5)新しい組織の実現である。世の中は、今日は昨日よりもより
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よい世界になっているはずである。シュンペーター以前のワルラス一般均衡理
論では、世の中は現状維持のままであり、新たな試みによる結果が反映されな
いので、このよりよい世の中になるという現象を説明できないでいた [40]。シ
ュンペーターの「新結合」という考え方によって、静的な経済理論に動的な要
素が加わり、新たな技術革新などでよりよい世界になるという現象が説明可能
になった。  
 
ドラッカーは、「イノベーションと起業家精神」で起業家精神を「新しいこ
とに経済的価値を見出すこと」にあると定義している [41]。起業家の責務とは、
シュンペーターが言う「創造的破壊」にあると述べている。ドラッカーは、さ
らにイノベーションが発生するための 7 つの機会を例示している。1)予期せぬ
ことの生起、 2)ギャップの存在、 3）ニーズの存在、 4)産業構造の変化、 5)人
口構造の変化、6)認識の変化、7)新しい知識の出現の７つである。ドラッカー
はこの７つの機会は重複し、どれが重要なのかわからないが、信頼性と確実性
は番号の少ないほうが高いと述べている。  
 
大企業におけるイノベーションの研究として、クリステンセンのバリューチ
ェーンというフレームワークがある。クリステンセンは、「The Innovator ’s 
Dilemma」の中で、すぐれたマネジメント能力を持つ大企業がいかに失敗す
るかを分析している [42]。理由として、 1)Resource dependence: Customers 
effectively control the patterns of resource allocation in well-run 
companies, 2)Technology supply may not equal market demand、3)Small 
markets don’t solve the growth needs of large companies. の 3 点をあげて
いる。クリステンセンは、「Value Networks」という考えの中で、「Companies 
are embedded in value networks because their products generally are 
embedded, or nested hierarchically, as components within other products 
and eventually within end systems of use」と述べ、企業は必ずあるバリュ
ーネットワークの中に組み込まれると指摘する。そして、バリューネットワー
クごとに、コスト構造が違うので、各々の違う階層同士の評価が違うことを述
べている。  
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フィリップ・エバンスのビジネスデコンストラクション、モノの情報原理と
情報の経済原理の分離は、エンターテイメント産業のインターネットの影響に
ついて深い示唆を与えてくれる。彼は「ネット資本主義の企業戦略」で、まず
「情報が物理的な伝達手段に縛られているかぎり、その経済原理は一つの基本
法則に支配」され、「情報のリッチネス（濃度、密度、豊富さ）とリーチ（到
達範囲）のあいだに、普遍的なトレードオフ（二者択一の関係）がある」とい
う法則を示している [43]。インターネット普及後に、「物理的な媒体から情報
を分離」すれば、「リーチ数」対「リッチネス」というトレードオフが霧消さ
れてしまうことを指摘する。  
 
もうひとつエバンスの重要な分析は、このトレードオフが霧消すると、「デ
ィインターメディエーション」という現象がおきることである。エバンスは、
ディスインターミディエーションには２つの形態があるという。第 1 に、「現
在のリッチネス /トレードオフにおいてリーチの比重を強めていく形、第 2 に
「トレードオフそのものを無効にしてしまう形」の２つである。音楽のファイ
ル配信、映像のブロードバンド配信、インターネット広告代理店の自社媒体開
発などは、このディスインターメディエーションであろう。  
 
本研究に関わる先行研究は、コミュニティの研究、インターネットコミュニ
ティの成立要因、インターネットコミュニティを利用したビジネスモデルとい
うコミュニティ関連の研究がある。この分野の研究をもとに、コミュニティの
定義、インターネットとテレビの違い、インターネットでテレビを見ることへ
の社会的影響といった知見を得ることができる。さらに、コミュニティからい
かに価値を得るかという「場」の理論、インタラクションの理論からは、コミ
ュニティの活性化についての考察を参考にする。ビジネスモデルの構築では、
イノベーション、デコンストラクションといった研究から、現在のテレビ業界
を分析していく。このように、本研究の先行研究分野は、コミュニティ、イノ
ベーション、ストラテジーといったものになる。  
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第 4 章  双方向サービスの失敗とケータイの利用  
 
 
4-1 双方向サービス失敗は視聴者同士のコミュニケーション手段がな
かったから  
 
 
テレビメディアは、インターネット以前から双方向サービスを開発したいと
いう願望が存在していた。1977 年の QUBE から、現在のデジタル衛星放送ま
で、双方向サービスは、高画質化とともに、放送業界の悲願に似た開発テーマ
となっている。1983 年の科学技術白書には、テレビショッピング、番組予約サ
ービスのアイデアが示され、消費者ニーズが存在していたことが表されている
[1]。「ニューメディア」に対する期待として、「司会者や出演者とその場でテレ
ビ電話を使ってやりとりができる」というサービスに期待する人は 15%存在し、
「ボタンを押せば、知りたいニュースや情報が画面から出てくる」というサー
ビスへは 53%の人が期待を寄せている。家庭でのテレビ録画予約を利用してみ
たいと思う人は、全体で 46%、20 代で 69%に上っている。既に 20 年前から、
現代の双方向サービスが実現しているものへのニーズがあったことがわかる。
しかし、テレビ双方向サービスは、あまり成功したとはいい難い。  
 
テレビ双方向サービスが失敗した理由は、1)高価なハード機器、2)貧弱なサ
ービス、3)双方向コミュニケーションのみ、の 3 点であろう。QUBE の機器は、
＄200 もしながら、視聴者ができることは、4 択のクイズにボタンで答えるこ
とだけであった。番組制作コストも高価である。デジタル衛星放送のデータ放
送は、1 画面製作するのに 150 万円程度かかる。インターネットで同じことを
しようとすれば、5 万円程度で済む。  
 
失敗した最大の理由は、視聴者同士のコミュニケーションがとれなかったこ
とにある。視聴者ニーズが、番組との対話、テレビ局との双方向性であるとい
う認識は、テレビ局の大いなる誤解である。エンターテイメントの観客は、演
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者の演技をただ受容し続ける。観客が途中で、物語のストーリーに口を挟むこ
とはなく、出し物が終了後、感想を友人たちと共有する。テレビ番組は、リラ
ックスしたいから見るのであり、視聴者は受け身なのだ。視聴者のコミュニケ
ーションニーズは、ひたすら受け身で番組を見た後に、友人たちとその前夜の
ドラマについて感想を述べ合うことにある。視聴者は、テレビ局との双方向性
ではなく、友人同士の双方向コミュニケーションを求めている。  
 
ケータイを用いることで、視聴者ニーズを汲み取ったテレビ双方向サービス
の代替サービスが可能になる。理由は、1)普及台数の多さ、2)安価なサービス
開発コスト、多様なサービス開発が可能、3)視聴者同士のコミュニケーション
が可能なこと、の 3 点である。ケータイ端末の普及は、8,000 万台を超えてい
る。ケータイへのサービスは、新たな機器を購入しなくても誰もが利用できる
という利便性がある。ケータイのサイト開設費用は、１ページ５万円もかから
ない。ゲーム、掲示板、コマースなど多様なサービス開発が可能である。掲示
板を設置すれば、視聴者同士のコミュニケーションがリアルタイムで行える。
既に普及しているケータイを利用したサービスは、視聴者ニーズに合致した代
替サービスである。  
 
図 4.1 に、双方向サービスとケータイを利用したサービスをまとめた。ケー
タイの普及が進み、テレビ業界、メーカーがハードを開発する必要性がなくな
っている。インターネットの普及は、サービス実現のためにハードまで開発す
るという考え方を覆す。視聴者同士のコミュニケーション、テレビ予約システ
ムは、システムのソフトウェアを開発するだけで、安価で迅速に実現できる。
デジタル放送は、既存バリューネットワーク上での進歩であるが、インターネ
ット、ケータイといった新たな技術革新が、テレビ視聴の形態を変革する可能
性を秘めている。  
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    図 4.1 双方向サービスとケータイを利用したサービス  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-2 双方向メディアの事例  
 
 
双方向サービスの発展史を、1977 年にアメリカで開発された QUBE、続い
て 1981 年に始まり今も続いているフランスの Minitel、そして 2002 年に行わ
れたアメリカの American Idol という番組の 3 例を辿り紹介したい。QUBE
は、Warner Cable 社が開発したテレビ双方向性システムの名称であり、テ
レビ双方向サービスの嚆矢である。サービス利用のためにハード開発が必要で
あり、消費者もサービスを利用するためにハード購入が必要であった例である。
フランスの Minitel は、France Telecom が開発、運営した双方向通信システ
ムである。前述の 1983 年科学技術白書に掲載されている「知りたいニュース」
サービスが実現している例である。2002 年の American Idol は、FOX のテ
レビ番組であり、インターネット、ケータイ普及後のテレビ双方向サービスの
例としてとりあげたい。個人と個人、個人と企業のコミュニケーションが新た
なハード開発をすることなく可能になり、ケータイからのインターネット接続
と多数の視聴者を抱えるテレビをミックスさせたサービス例である。250 万人
が利用したと言われる American Idol の投票サービスは、インフラが普及す
れば双方向サービスへの消費者のニーズが顕在化することを示している。  
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4-3  QUBE、  Columbus、  Ohio、1977 
 
 
QUBE とは、1977 年 Warner Cable 社が、Ohio 州 Columbus で始めた双
方向 TV プラットフォーム、及びその名称である。この双方向 TV システムの
目的は、下記に凝縮されている。 "To create a faster method for groups to 
communicate and interact, across distance [2]."  つまり、個人同士が距離を超え実
際に顔を合わさなくてもコミュニケーション、インタラクションできるシステ
ムの開発である。Warner 社は、Ohio でサービスを開始した後、このシステム
を少なくとも 80 ケ所程度に拡大していく予定だった。しかし、Ohio での実験
サービス普及が思わしくなく、QUBE は Ohio 州 Columbus での展開だけで終
息してしまった [3]。QUBE の機器開発は、日本のパイオニア社が受託してい
る。一説によると、日本に出張に来ていた Warner Cable 社の上層部が、宿
泊したホテルのテレビにホテル施設案内のチャンネルがあり、リモコンで操作
できるのを知り、この施設案内のシステムを開発したパイオニア社にアイデア
を寄せてきたという。また、QUBE という名前の由来について、当時の開発
を担当したパイアニア社の古川元は、こう記している。「立体の CUBE に、何
が出てくるかわからない玉手箱の謎（Question）をかけて、QUBE というネ
ーミングにした。」  
 
QUBE は、本体価格が$200（256K モデム）、さらに$40 を払いケーブル TV
用セットボックスを購入することになっていた。Columbus での試験運用では、
50,000 世帯が加入し、サービスを行っていた。提供サービスは、30 チャンネ
ルあった。通常のネットワーク TV 局、コミュニティチャンネル、情報系（天
気予報、学校情報）、遠隔教育、$3 のペイパービュー映画、インタラクティブ
性のある番組として、yes-no の 2 択クイズ、さらに 5 択クイズのゲームや、
プレゼントを選ぶものなどがあった。  
 
番組内容はあまり素晴らしいとはいえないものだった。Bill Cullen という
人物の司会で、1977 年 3 月 30 日 19 時から放送された「How do you like your 
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eggs? 」というテレビ番組の評は、「Bill's game, like most of the interactive 
QUBE games, was just awful. 」  と記載されている [4]。ビルの番組は単に視
聴者が選ぶ答えで一番回答が多かった選択肢を、出演者が選ぶというもので、
他の QUBE の番組と同じく「ひどい」ものであった。  
 
1984 年に QUBE はサービスを終了した。高価なハードとコミュニケーショ
ンツールとしての未熟性が原因である。QUBE の双方向性が、単なる 2 択、5
択であり、視聴者には自由な言葉でのコミュニケーションが用意されてなかっ
た点にある。テレビ視聴者同士のコミュニケーションも不可能であった。第 2
に$200 というハードの価格にある。現在$200 払えば、PlayStation が買える。
PlayStation 並みの娯楽性は QUBE で実現できていなかった。サービスの実
現価値とハード販売価格の乖離が普及を妨げたといえる。  
 
 
4-4  Minitel  、France、1981 
 
 
フランスでは、1981 年に Minitel という双方向サービスがスタートした。
Minitel は、France Telecom 社が開発、提供している文字情報の双方向サービ
スである。端末を無料配布しデジタル電話帳と呼ばれ広く普及した。  
 
提供サービスは、各種チケット予約、株取引、交通、旅行情報である。2004
年 10 月現在、カテゴリは全部で 16 ケあり、約 25,000 のサービスが存在して
いる。例えば、鉄道駅の周辺情報は、38 社のプロバイダーが存在し、1 分あ
たり 16 円で提供されている。占いは 187 社が提供、1 分あたり 44 円で提供
されている [5]。提供サービスの単価は約 10 円から 150 円程度まで、様々であ
った。利用人数は、1,600 万人に上る。人口に対する普及率は、30%である。
France Telecom 社は、データ通信収入として、760 億円を売上げている。  
 
France Telecom の Minitel を、日本のケータイサービスと比較する。NTT
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ドコモの、データ通信収入は 9,000 億円である。Minitel の約 9 倍の規模であ
る。ドコモの i-mode サイトの利用端末台数は、2004 年 9 月末で 4,200 万台で
ある。利用人数は、Minitel の 2.4 倍になる。 i-mode の利用単価は、月額 20
円から 300 円である。 i-mode のサービス価格は、雑誌の値段を参考にワンコ
イン（500 円）より安い価格を設定し、継続利用を狙ったという [6]。サービ
スの対人口普及率は、France Telecom の Minitel は 30%に対し、ドコモの
I-mode は、33%であるので、あまり違いはない。  
 
Minitel の普及が伸びなかった原因は、1)表現の限界性、2)提供者の限定、
3)エリアの限界、の 3 つの限定性にあった。第 1 に提供サービスの表現方法は
文字情報のみであった。例えば天気予報サービスを利用するには、文字だけよ
りも地図表示があったほうが便利である。あるいは、占いにしてもイラストが
あったほうが視覚的に見やすい。こうしたデザイン機能はインターネットにあ
って、Minitel では表現できないものである。第 2 に個人のホームページが存
在しない点である。情報提供は、企業側であり、個人はその情報サービスに対
価を支払うという形式であった。インターネットでは、個人でホームページを
運営し、情報発信が可能である。情報発信までのハードルの低さが、多様で多
量な情報が散在している世界を生み出し、インターネットの隆盛を招いている。
インターネット上にホームページは何十億もページがあると言われている。一
方、Minitel の情報サイトは 25,000 ページである。表現方式と情報量の差が、
Minitel がインターネットに代替された理由の 2 つめである。第３に Minitel
は、インターネットには接続できない、閉じられたネットワークである。閉じ
られたネットワークでは、利用者に提供される情報量が少ない。  
 
 
4-5  American Idol、  the U.S.A、  2003 
 
 
テレビ放送の双方向サービスとして、独自に機器を開発するのでなく、既に普
及しているケータイインフラを利用した例として、2003 年アメリカの FOX が
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放送した「American Idol」という番組がある [7]。この番組は、AT&T が協
力し、モバイルでの投票を行った。投票に参加するに必要なのは、ケータイ端
末を持っていることだけであった。  
 
American Idol は、一般公募の中から Idol となる人間を選び、実際にデビ
ューさせるという番組である。最終選考までに 6 ヶ月間をかけ、その間の様々
なドラマをオンエアするリアリティショーという番組である。16 歳―24 歳ま
でのタレント志望者 5 万人以上が選考された。実際のオンエアには、50,000
人から選ばれた 32 人が登場し、ケータイの人気投票により、1 人に絞ってい
く。人気投票は、番組終了後 2 時間行われる。  
 
American Idol には、毎回 250 万件の応募があるという。既に普及している
ケータイ端末でのサービスであり、視聴者が必要な追加コストは全く無い。た
またまこの番組にチャンネルを合わせた人でもすぐに参加できるのも、参加者
が多い理由であろう。新たな機器購入が必要なく参加へのハードルが低いと、
多くの参加者が見込める。  
 
 
4-6 サービスの実現価値とハード価格の乖離  
 
 
QUBE、Minitel のサービスは、1)端末、2)エリア、3)表現、の 3 つが限定
的であった。各サービスを図 4.2 にまとめた。QUBE、Minitel の機械は、そ
のサービス限定に開発された。サービスエリアも、ある地域、専用回線などか
ら外へでることはなかった。QUBE、Minitel の回線を通してやり取りされる
情報は、テキストのみであった。限定性のあるサービスを実現するために、新
たなハード機器購入というハードルが存在した。一方、American Idol の例は、
サービスは限定的であるが、ケータイという既存インフラを利用し、消費者は
新たな機器購入が不要であった点が、成功した理由であろう。  
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サービスの実現価値とハード価格の乖離の差が、QUBE と American Idol 
の違いであろう。提供サービスはどちらも番組への投票を通じた参加である。
QUBE で必要な機器購入が、American Idol で不要なことが唯一の違いである。
普及したインターネット、ケータイをインフラとして利用することで、双方向
サービス実現に新たな機器開発は不要になっている。ケータイ、インターネッ
トを利用すれば、視聴者同士のコミュニケーションという視聴者の本質的なニ
ーズも実現できる。  
 
 
図 4.2 双方向サービスの限界性とケータイサービス  
 機器購入  エリア  表現方法  コミュニケーション  
QUBE 必要  限定（オハイオ） 限定 (5 択 ) 双方向  
Minitel 必要  限定（フランス） 限定（文字情
報）  
双方向  
American 
Idol 
不要  限定されず  限定（選択）  双方向  
ケータイ  不要  限定されず  多様（自由  多方向  
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第 5 章ネットコミュニティ発達にはリーダーが必要  
 
 
5-1 コミュニティは自然増殖するのか？  
 
 
本章では、インターネットコミュニティにも、リーダーは必要であることを
検証する。インターネットコミュニティは、コミュニティリーダーは必要なく、
自然増殖していくというのが通説である。村本は、「コミュニティのあるべき
姿とかこう育つべきであるというものは、運営側から押し付けるものではな
い」と述べている [1]。インターネットコミュニティのリーダーは、自発的な
ものであり、またすぐ変わってしまうという議論もある [2]。この種の議論は、
インターネットは、無限で自由な空間であるので、人間も自由に無数に参加で
きるという幻想に基づいている。  
 
パットナムは、コミュニティの発達を、「社会のより均衡な状態」と定義し
ている。発達の必要条件として、メンバー間の信頼、社会資本の豊かな存在を
上げている。メンバーである自分は、他メンバーの相互利益にかなうように協
力をするが、自分が他者によって信頼されていると信じなければならない。コ
ミュニティ内の裏切り、嘘などは、第三者による罰の執行機関か、仲間間の信
頼性で防ぐしかない。彼は、コミュニティの秩序を垂直型と水平型に分け、分
析している。自発的協力を呼ぶ垂直型秩序（マフィア、教会）集団よりも、水
平型秩序（スポーツクラブ、文化団体）の方が、より相互信頼性が高い、と述
べる。相互扶助組織では、協力は再現なく維持される。裏切りはより危険な賭
けとなり、裏切る動機がなくなる。裏切り等がなく、社会の構成員がより豊か
になることを発達といい、発達している状態を均衡な状態とあらわしていると
言える。  
 
山岸は、マフィア親分による制裁を「安心」概念で説明している。パットナ
ムはマフィア社会を垂直型秩序に分類している。インターネットは、情報の同
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一性に対する安心感の欠如から、「信頼」社会になるので、パットナムのいう
水平型秩序に落着くことになる。しかし、本当にリーダーは不要なのだろうか。 
 
インターネット上のコミュニティも、メンバーの帰属意識を求める以上、同
質化は避けられない。コミュニティは、インターネット上に無数に点在してい
るが、各々のコミュニティは、各々の目的意識がある点で、リアルなコミュニ
ティと変わりはない。コミュニティは、人間のコミュニケーションがなければ
存在できない。質量の向上には、規律、規律保守の監視機関、統括するリーダ
ーが必要であろう。コミュニティに価値を求めるならば、メンバー間のインタ
ラクションの質量が重要であり、質量を向上させるのはリーダーの関与にかか
っている。  
 
キムは、ネットコミュニティの「リーダー」をあらかじめ決めると述べてい
る [3]。ネットコミュニティのプライバシー、誹謗中傷のパトロール対策として、
「リーダー」による制裁、秩序を考えている。インターネットは、地縁的な結
びつきがなく、書込みが残ってしまうのがインターネット掲示板である。リア
ルなコミュニティよりも、一層リーダーによる制裁が必要である。  
 
 
5-2 掲示板コミュニティの価値を書込みスピードで測定する  
 
 
掲示板コミュニティは、細分化される。企業側の分類は、図 5.１の 6 種類の
ジャンルだけである。図 5.２は、スポーツジャンルのなかで、視聴者が自ら立
ち上げた掲示板である。各ジャンルの掲示板数は、スポーツ 1,382 ヶ、ドラマ
442 ヶ、映画 662 ケ、洋楽 675 ヶ、邦楽 736 ヶ、その他･地元系 604 ヶである。  
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図 5.1「TOP ページ」          図 5.2「スポーツ掲示板ページ」  
出所 :ケータイ WOWOW  http://kwow.jp/ 
 
 
掲示板は、主宰者、書込み者、傍観者で成立する。主宰者、書込み者は、質
問、意見等を書込み、コミュニケーションをとっていく。お互いに、存在を認
識しているコミュニティのメンバーである。傍観者は、書込みをすることはな
いが、書込みから知識を得る。書込み者は、傍観者が誰かは認識しないが、そ
の存在を意識しながら、書込みを行う。一般的には、掲示板コミュニティのメ
ンバーは、よく参加する者 RAM(Radical Access Member)、書込みをせず読む
だけの者 ROM(Read Only Member)の 2 種類に分類する。他にも、RAM を、
知識提供者、知識交換者、知識依頼者の 3 種類に分類する研究もある [4]。本研
究は、掲示板コミュニティのリーダー関与を明らかにするのが目的なので、主
宰者と参加者を区別した。  
 
掲示板コミュニティの多くは、健全な発達をみせずに終了してしまう。調査
した掲示板合計 4,501 ケのうち書込みが 100 回未満の掲示板は、3,994 ケ、全
体の 92％であった。書込みがなくなってしまう掲示板の多くは、リーダーたる
主宰者が不在で、放置されているものが多い  
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本研究では掲示板の発達分析にあたり、書込みのスピードに注目した。書込
みのスピードは、活発なインタラクションの証明である。同じ 1,000 回発言数
のある掲示板でも、10 日で到達した掲示板と、200 日で到達した掲示板では、
価値は違うはずである。書込みが早く行われるということは、価値ある情報が
多く含まれ、知識交換が多く行われていることになる。書込みの量とスピード
は、掲示板コミュニティの価値増大に比例する要素である。  
 
発言回数が 500 を超える掲示板を 30 ケ抽出し、図表 5.3 に示す通り、書込
み数が 100 回に到達する日数により、5 種類に分類した。到達日数が、７日以
内のものを「超高速」掲示板と呼ぶ。20 日以内を「高速」掲示板、30 日以内
を「中速」掲示板、60 日以内を「低速」掲示板、書込み 100 回に到達するま
でに 61 日以上かかる掲示板を「超低速掲示板」と呼ぶ。書込みスピードの違
いの発生要因を、1)主宰者の関与、2)参加人数、3)匿名の書込み数、の３点か
ら検証する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表5.3　「掲示板書込み数日数推移（1000回まで）」
ケータイWOWOW掲示板データを元に作成
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主宰者の関与は、コミュニティの秩序ある発達の裏付けになっていると考え
る。パットナムのコミュニティ論に、裏切りに対する制裁の裏付けが秩序を保
つという定義がある。主宰者は、コミュニティリーダーであり、監視機関の役
割をもち、コミュニティ発達の意欲がある。  
 
参加人数が多いということは、コミュニティが創出する価値が多く、パット
ナムの言う豊かな社会資本が存在する状態といえる。参加人数が多ければ多い
ほど、書込みスピードが早く、掲示板コミュニティが発達すると考えられる。
リーダー不在の場合は、コミュニティの自然増殖論に沿った考え方である。  
 
匿名書込みの頻度が少ないほど、掲示板コミュニティの秩序が保たれている
と考えられる。匿名の書込みは、匿名書込み例 5.4 にある通り、匿名書込み誹
謗、中傷の類が多く、コミュニティが荒廃する原因ともなる。誰から誰のコミ
ュニケーションかということが明確になっておらず、一方向の情報の流れであ
るので、コミュニティ形成には寄与しない。匿名書込みが少ない掲示板は、リ
ーダーが高関与し、メンバー間の信頼関係が保たれていると考えられる。  
 
 
匿名書込み例 5.4 
重複ｽﾚは愚 !人気ｸﾗﾌﾞ中心編成賛成 !ﾜｳは少数ｦﾀ要望応えんｽﾍﾟｲﾝﾍ行け
か解約しろ   
匿名    
2004/2/9 16:10 
 
ｽﾍﾟｲﾝ行けとかきもい事かくあんぽんたんはサッカー知らないから平
気でそんな人間離れした事がかけるかわいそうに (^_^)  
匿名さん    
2004/2/9 18:43 
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5-3 主宰者の関与  
 
図表 5.5 に主宰者の書込み回数を示した。5 分類の掲示板ごとに、主宰者の
書込み回数を合算し、1 掲示板あたりの平均値を算出した。その結果、「超高速」
掲示板は、平均 45.6 回、「高速」掲示板は、26.9 回、「中速」掲示板は、14.8
回、「低速」掲示板は、41.4 回、「超低速」掲示板は、31.7 回であった。全体の
平均値は、32.7 回であった。4 分類の中では、「超高速」掲示板と「低速」「超
低速」掲示板での主宰者の参加頻度の高さが目立つ。  
 
「超高速」掲示板で、何故主宰者の書込みが多いかというと、会話形式の書
込みが多い掲示板だからである。主宰者と参加者だけのコミュニケーションが
続くのが観察される。「超高速」掲示板 5 ヶのうち、3 ヶの掲示板は参加者が
10 人未満である。ある特定の個人間同士で会話するのが目的な掲示板コミュニ
ティである。一方、「低速」掲示板で、なぜ主宰者の書込みが多いかというと、
他に参加者がいないからである。「超高速」掲示板と違って、「低速」掲示板で
参加者がいないのは、その掲示板のトピックが、他人に興味をひくものではな
いからだ。「低速」、「超低速」の掲示板の参加者、10 人未満なものが散見され
る。  
 
主宰者の書込み回数が多い掲示板は、2 種類に分類することができる。1 つ
は、「超高速」掲示板のような、参加者が極端に少ない会話形式の掲示板である。
最初から参加者同士がお互いを認識し、会話自体が目的となっている。２つめ
は、主宰者の提示するトピックが他人から興味を引かない掲示板である。主宰
者の呼びかけが多くなるので、主宰者の書込みが多くなる。  
 
掲示板コミュニティは、時間が経過するほど、「超高速」と「低速」「超低速」
で主宰者の書込みが多いのがわかる。また、「中速」掲示板の主宰者書込み数が、
明らかに減少している。主宰者の掲示板への関心が薄れ、書込みが減った結果
であろう。主宰者の関与が、より早い掲示板発達に必要であることを示唆して
いる。  
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図表 5.5「主宰者の書込み回数」ケータイ WOWOW 掲示板データを元に作成、
単位：回  
 書込回数  
100 回まで  
書込回数  
101 回から 200 回  
書込回数  
201 回から 500 回  
全体  32.7 22.3 38.1 
超高速掲示板  45.6 33 76.6 
高速掲示板  26.9 24.8 54.2 
中速掲示板  14.8 4.5 8.2 
低速掲示板  41.4 25.4 22.8 
超低速掲示板  31.7 22 42.5 
 
 
5-4 参加人数の多さと発達スピード  
 
図表 5.6 では、参加人数と発達スピードを示した。「超高速」掲示板の平均参
加者は、12.2 名、以下「高速」は、18.8 名、「中速」は 33.3 名、「低速」は、
24.3 名、「超低速」は、25.3 名であった。全体の平均参加者は、23.0 名であっ
た。  
 
「超高速」掲示板の参加者が少ないの目立つ。お互いを知っているもの同士
が会話をする掲示板の場合、書込み頻度が多くなる。他の参加者が会話に入っ
てこれなかったり、他人が入ってきても無視をするので、参加者が少なくなる。
極めて私的空間の性格が強いコミュニティである。  
 
「超高速」掲示板は、書込みが 500 回に達していても、参加人数が増えない
「私的空間」で、「同質的」なコミュニティであることが観察される。一方、「中
速」掲示板の参加者が他掲示板と比較し、多いことがわかる。「低速」掲示板よ
りは、一般的なトピックで、主宰者の関与があまりないと、掲示板の発達は、
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中程度になるということが理解できる。つまり、掲示板をより早く発達させる
には、あまり参加者を増やしてもよくなく、ある一定の主宰者によるリーダー
シップが必要であるということだろう。  
 
図表 5.6「書込み回数と参加人数」ケータイ WOWOW 掲示板元に作成単位：人  
 書込回数  
100 回まで  
書込回数  
101 回から 200 回  
書込回数  
201 回から 500 回  
全体  23.1 23.1 30.6 
超高速掲示板  12.2 10 21 
高速掲示板  18.8 14.4 39 
中速掲示板  33.3 55 108.7 
低速掲示板  24.4 30.5 46.8 
超低速掲示板  25.3 30.2 45.7 
 
 
5-5 匿名書込みと発達スピード  
 
 
匿名書込みと発達スピードの関連性を図表 5.7 に示した。「超高速」掲示板の
平均匿名書込み数は、0.8 件、以下「高速」は、10.5 件、「中速」は 17.3 件、
「低速」は、11.3 件、「超低速」は、11.7 件であった。全体の平均匿名書込み
件数は、10.7 件であった。  
 
「超高速」掲示板の匿名書込みの少なさが目立つ。主宰者の参加頻度が高け
れば、コミュニティを荒らす匿名の書込みの参加頻度は少なくなるはずである。
また、主宰者の発言が少なくても、匿名の書込みが少ない掲示板コミュニティ
は、荒らしに対するメンバーの相互監視が十分に働いているといえる。  
 
図表 5.7 で「超高速」掲示板の匿名書込みは、201 回を超えても少ないこと
がわかる。これは、主宰者の書込みによるリーダーシップが機能していること
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と、他人が入り込めないコミュニティが形成されているからであろう。一方、
「低速」の掲示板も、比較的匿名書込みが少ない。これは、単に参加者が少な
く、匿名書込みをする愉快犯自体のモチベーションが低いからであろう。注目
すべきは、「中速」掲示板の匿名の多さである。「中速」掲示板は、「低速」より
も書込み頻度が高いが、匿名の書込みも多い。「中速」掲示板の匿名の多さは、
リーダーシップが発揮されずに、自然増殖で書込みがされる掲示板の発達スピ
ードがこのレベルであると分析される。  
 
 
 
図表 5.7「匿名書込み数」ケータイ WOWOW 掲示板データを元に作成単位：件  
 書込回数  
100 回まで  
書込回数  
101 回から 200 回  
書込回数  
201 回から 500 回  
全体  10.7 9.3 20.1 
超高速掲示板  0.8 2.3 3.5 
高速掲示板  10.5 13.9 27.4 
中速掲示板  17.3 20.8 84.7 
低速掲示板  11.3 10.1 29.8 
超低速掲示板  11.7 6.2 28.7 
 
 
 
5-6 リーダー関与が高いほどコミュニティ発達が早い  
 
 
主宰者の関与と掲示板の秩序は関連性があった。主宰者関与の高い「超高速」
掲示板と「超低速」掲示板は、匿名の書込みが全体の平均値を下回った。主宰
者のリーダーシップが発揮され、外部者が侵入してきたときの、パトロール機
能が上手く働いているということになるだろう。主宰者関与の目安は、２５％
程度、４回に１回の書込みが適当である。主宰者の書込みが２５％程度な場合、
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匿名書込みは１５％程度に落ち着き、コミュニティの秩序が守られている。  
 
参加者の多寡は、掲示板の発達スピードには、関係はなかった。多数の参加
者が多くの書込みをするというインターネット掲示板のイメージがある。自由
な書込みの結果、自己増殖的に掲示板は発達するという通説議論は検証できな
かった。参加者が多ければ、自分のコミュニティに、見知らぬ人間が入り込む
可能性が高く、「私的空間」が外部から侵入される確率が高い。「私的空間」に
外部者が入ってくると、そのコミュニティに参加していた個人は、居心地の悪
さを感じ、離れてしまうということであろう。  
 
「中速」掲示板は、主宰者関与が低く、通説の「自然に増殖」する掲示板コ
ミュニティといえよう。自然とリーダーが生まれ、書きこみが増加、掲示板が
発達するという理論である。しかし、今回の分析で、この議論の正当性は低ま
った。主宰者関与が高い掲示板は、「超高速」に発達し、主宰者関与が低い掲示
板は「中速」に発達し、関与が高い掲示板は発達スピードが早かった。秩序が
存在する掲示板は、早く発達し、秩序が確立されていない掲示板は、結局あま
り発達していなかった。インターネット上のコミュニティでも、リーダーシッ
プは必要であり、相互監視機能は必要である。  
 
主宰者の書込み、匿名書込み、参加人数は、「中速」掲示板と比較すると、「超
高速」と「低速」「超低速」は似ている。主宰者のリーダーシップがあり、「相
互監視」も機能している掲示板コミュニティといえた。しかし、掲示板の発達
度合いには、大きな差がついた。これは、パットナムの論議にあるコミュニテ
ィ参加者にとっての「相互利益」「社会資本」の差ではないだろうか。ケータイ
掲示板に参加するモチベーションは、何か知識を得る、会話するという 2 点が
考えられる。「超高速」掲示板の多くは、参加者が既知のもの同士が会話すると
いうタイプである。会話をすること自体が、参加者同士が得たい「相互利益」
であろう。一方、「超低速」掲示板のトピックは、日常会話でもなく、特定の知
識が得られるものでもなかった。主宰者のテーマは明確であったが、それが参
加者を多数魅了するだけのテーマではなかったということである。  
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ネット上のコミュニティでも、リーダーや、メンバー間の相互監視が必要で
あった。リーダーの問いかけや、他メンバーへの反応など、掲示板への関与度
が、掲示板コミュニティ発達に必要な要素であった。リーダーシップが発揮さ
れていても、魅力あるトピック、あるいはメンバー間同士の会話が目的である
掲示板コミュニティ以外は、早い発達は見られなかった。メンバーの「相互利
益」、コミュニティから得られる「社会資本」が、インターネット上のコミュニ
ティにも必要であることを示唆するものと考えていいだろう。  
 
掲示板コミュニティは私的空間であった。掲示板メンバー間のパトロールが
機能せず、匿名書込みという外部者が多く入り込んでいる掲示板は、発達が早
くなかった。これは、掲示板コミュニティの参加メンバーが、匿名書込みが多
いことにより掲示板から離れてしまうことが原因と考えられる。  
59 
参考文献  
 
[1]村本理恵子＋菊川暁『オンライン・コミュニティがビジネスを変える』p.51、
NTT 出版、2003 
[2] エイミー・ジョー・キム『ネットコミュニティ戦略』p.36 翔泳社、2001 
[3] 井上トシユキ＋神宮前 .org『２ちゃんねる宣言』p.44、文芸春秋、2001 
[4] 小笠原盛浩 『電子コミュニティ内の知識流通におけるメンバー間の役割』
情報通信学会誌 Vol.17 No.3、2000 
 
 
60 
第 6 章 エンターテイメントとコミュニティの結合  
 
 
6-1 放送ビジネスにとってブロードバンドは破壊技術である  
 
 
ブロードバンドは放送ビジネスにとりクリステンセンの述べる破壊技術であ
る。ブロードバンドは、放送ビジネスの強みであるコンテンツ流通の代替技術
だからだ。クリステンセンは、バリューネットワークの違いにより、大企業で
はイノベーションが発生しにくいことを明らかにした。ブロードバンドは、今
まではサービスを受ける世帯は限定されていたが、現在では、1,600 万世帯に
まで普及が進み、マスメディアに一歩一歩近づいている。  
 
ブロードバンドの映像配信は、安価で実現でき、映像の流通を特定の企業が
独占するものから、個人でも可能なものにしてしまった。テレビとブロードバ
ンドでは、映像流通のコストが根本的に違う。  
 
テレビ局の番組制作の流れは、撮影、編集、編成送出、の 3 段階である。番
組制作のバリューチェーンにどれだけの人間が関わっているかというと、大体
15 人程度ではないだろうか。撮影には、カメラマン、音声、照明と最低でもス
タッフ 3 人は必要になる。ロケバスの運転手、出演者、タイムキーパーも必要
である。編集には、素材加工、音入れ、テロップ入れで 3 名程度の手を経る。
最後に、どの時間に放送するのか決める編成作業がある。そのほかに、テープ
の運搬、管理、放送データ作成などの作業にも人間が動いている。放送は、事
故が許されない。映像、音声が１秒止まっただけで、監督官庁に事故報告をし
なければならない。放送送出の部署には、マスターと呼ばれる仕事があり、24
時間体制で送出している自社の放送をチェックしている。  
 
一方、ブロードバンドでは、撮影だけは同数のスタッフが必要であろうが、
編集、編成送出は大幅に削減できる。番組が撮影され、放送されるまでの作業
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の各段階に必要な機器も安価である。放送のために送出設備を整えるには、億
単位の予算が必要である。インターネットで動画を流すなら、サーバー、ソフ
トウェア等で、500 万円規模で可能だろう。また、設備のレンタルを利用すれ
ば、月額 50 万円だせば実現できる。  
 
テレビ局は、より高品質なテレビ画像、いわゆるデジタルハイビジョン技術、
またその放送が可能な、デジタル放送の機器開発に注力してしまっている。ク
リステンセンの述べる「顧客の声に傾けているうちにオーバースペックになっ
てしまう」典型的なケースである。民放局を例にとると、フジテレビの設備投
資額は、2003－2004 年度で 432 億円、さらに 2006 年度末までに 530 億円に
達する。TBS の設備投資額は、2004 年度見込みで 275 億円である。  
 
一方、ブロードバンド上で流れる映像は、放送人から見たら考えられないく
らいの、低品質の画像である。インターネット上では、デジタル圧縮技術を駆
使し、荒い画像を如何に本物に見せるかを競っている。つまり低品質を高品質
に置き換えることに注力していない。インターネット上では、情報の同一性が
送り手と受け手の間に成立していないという暗黙の了解がある。映像も、編集
され現実とは違うという認識がテレビよりは高いだろう。  
 
コンテンツサプライヤはブロードバンドの発達により、直接一般消費者と取
引が可能になった。映像のない楽曲部門で、この直接取引が成功している。ケ
ータイの「着うた」サービスは、レコード会社が直接顧客と楽曲の取引を可能
にしたものである。アメリカでは、既存の CD 流通を流さずに、ヒットを産み
出すアーティストも生まれている。ブロードバンドが普及してくると、同じ流
れが映像の世界でもおきてくる。音楽製作会社、映画会社等の権利保持者は、
今後テレビではなくブロードバンドでの配信に乗り出す事業者が増加するであ
ろう。  
 
テレビ業界は、ブロードバンドという破壊技術により、利潤の独占を脅かさ
れている。ブロードバンドのバリューネットワークは、テレビ業界と比較し廉
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価であり、異質なものである。それ故に、既存テレビ業界からは、ブロードバ
ンドを利用したイノベーションは起こりづらく、テレビ業界はそれ故に、ブロ
ードバンドという代替技術にその地位を脅かされるだろう。  
 
 
6-2 放送業界のデコンストラクション  
 
 
テレビ業界は新規参入のない産業である。電波は公共のものとされ、私有企
業たる放送局が、総務省から電波使用の認可を受けて、サービスを行っている。
2005 年 2 月におきた、ライブドア社のニッポン放送株式取得の問題でも、取得
される側のフジサンケイグループ日枝会長は、「公共の電波を預かっている」と
述べ、放送業は単なる利潤追求の産業ではないという認識を披露している。日
枝会長の所感は、放送業界人には一般的な認識であろう。一方、ライブドア社
側の堀江社長は、放送法なんて古いという姿勢である。インターネットに回線
の割当てがないように、電波を預かるという認識はないようだ。  
 
放送業界のバリューチェーンは、ブロードバンドの普及により、デコンスト
ラクションが発生している。デコンストラクションの中でも、情報と到達数の
トレードオフが、放送業界が流通させる映像情報にも影響がでている。  
 
一般的に、エンターテイメント産業では、コンテンツ製作と流通は同じ事業
者が行ってきた。テレビ局、映画会社、レコード会社、新聞社は、自社に製作
部門と販売、営業、配給部門があった。テレビは、電波の独占性で利潤をあげ、
製作費を捻出してきた。映画会社は、映画は娯楽の王様という時代に配給を寡
占化し、製作をコントールしてきた。新聞も、配達制度を作り上げ、部数を伸
ばしてきた。レコード会社は、スタジオという設備、ＣＤ、レコードの販売網
を構築することで、アーティストに対し影響力を発揮してきた。  
 
インターネットはエンターテイメント業界を、１）効率的なコンテンツ流通
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機能、２）マスメディアとしての広告機能、３）情報発信としてのメディア機
能、の 3 点の強みに変革を迫っている。  
 
第 1 に、ブロードバンドが、1,600 万世帯まで普及したことにより、マスメ
ディアと同じ程度の消費者に情報伝達が可能となった。テレビの普及台数は、
ほぼ全世帯 4,700 万世帯である。アナログ衛星放送の普及世帯数は、NHK が
2003 年度末で 1,200 万世帯である。インターネット上の情報はテキストのみで
あった。その時点では、到達数が多くても脅威とはならなかっただろう。映像
情報を届けることのできる世帯数が拡大しつつあり、デコンストラクションの
脅威が発生している。広告放送モデルと、コンテンツ流通の独占、双方への脅
威である。  
 
第 2 に、テレビ局の戦略がコンテンツサプライヤへシフトしている。2005
年 1 月 10 日フジテレビは、新聞に全面広告を出稿した。タイトルコピーは、「テ
レビだけじゃないフジテレビ」というものであった。2004 年度フジテレビは、
10 本以上の映画を製作している。2006－2007 年度には、コンテンツに 500 億
円の投資計画を持っている。  
 
SONY は、最近 MGM ピクチャーズを買収した。この買収により、SONY は
アメリカ国内の映画興行収入 40%のシェアを獲得した。SONY はスカイパーフ
ェクト TV の 12.48%の株主である。SONY、スカイパーフェク TV も放送業界
のバリューチェーン上位層に進出する戦略といえる。  
 
デコンストラクションは、テレビ局に戦略の見直しを迫っている。コンテン
ツ流通網の独占から得てきた利潤を失い始めている。ライブドア社のメディア
買収戦略は、このデコンストラクションの流れに沿って、テレビ局のブランド
力が失われる前に仕掛けたインターネット業界からの大きなうねりと言えよう。
このうねりは、果たして通信と放送の融合と呼べるものなのであろうか。  
 
ＣＤ等音楽産業の売上は、ここ 3 年で 2,000 億円減少したといわれる。音楽
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のファイルダウンロードが盛んになったのが原因である。テレビは、広告が効
果的でないと言われて久しい。インターネット広告は、ラジオ広告の売上を抜
いてしまった。新聞の発行部数は減少し、フリーマガジン、フリーペーパーが
情報発信源となっている。  
 
インターネット時代は、情報供給過多の時代である。インターネット上には、
置換えられる情報からデジタル化が進んだ。テキスト情報、写真、音楽の順に、
ついにブロードバンドで映像がインターネットの世界に氾濫している。情報の
発信、流通にかかるコストが低減し、個人でも情報が発信できる時代である。
アーティストよりもレコード会社、番組制作会社よりテレビ局、監督よりも映
画会社が強い時代ではなくなった。流通網にあったパワーが、デジタル化が容
易なコンテンツは消費者へ、デジタル化が容易でないリッチコンテンツは、ク
リエイター側に、シフトしている。  
 
通信と放送の融合という言葉がよく聞かれるようになり数年経つ。通信メデ
ィアは分散化するのが常であり、市場も細分化している。一方、マスメディア
という形態が前提にある放送は、細分化、分散化とは相容れないビジネスモデ
ルである。ということは、通信と融合することは本来有り得ないのである。だ
からこそ、インターネット事業者にとって、放送業の強みであるコンテンツの
流通網は、とくに欲しいものではない。コンテンツ流通網は既に彼らの手中に
ある。彼らが欲しいのは、マスメディアの持つ集客力とテレビ局のブランド力
である。  
 
インターネット事業者側からすると、テレビ局のブランド力と集客力はまだ
まだ垂涎の的である。したがって、ライブドア社のような買収意欲が生まれる。
インターネット事業者側からの買収は、テレビ局にとっては、顧客を奪われ囲
い込まれるだけで、マスメディアとしてのテレビ局の影響力を削がれるだけに
終わってしまう。一方向コミュニケーションのテレビと、双方向、多方向コミ
ュニケーションが可能なインターネットでは、もし同じ映像が見ることができ
るならば顧客はインターネットを選択するだろうからだ。  
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そこで、放送局が取るべき戦略の選択肢は 3 つある。第 1 に、フジテレビ等
がとっているコンテンツサプライヤへの移行である。日本の民放各社は、コン
テンツ制作能力もあるのだから、その能力を生かす自然な戦略である。第 2 は、
流通網の拡張である。インターネットのポータルサイトを買収し、ブロードバ
ンドのシステムへの設備投資を続ける戦略である。この戦略に近いのが、TBS
である。インターネット、ケータイへの配信子会社を立ち上げている。第３の
戦略は、視聴者を細分化というインターネット、ケータイの性質を利用しコミ
ュニティ化、そこから収益を得るというものである。本研究が述べている戦略
であり、有料放送局の強みを生かした戦略である。放送局は、バリューチェー
ンの中で流通網の独占という強みは徐々に失われていくのは時代の趨勢である
のだから、第１、第３の戦略が現実味を持っているといえる。  
 
放送業界にデコンストラクションが発生している流れは、変えられない。その
原因は、ブロードバンドである。バリューチェーンのもっとも重要な部分の代
替技術が出現してしまったことが、テレビ局運営に大きな変化を迫られること
になった。  
 
 
6-3 細分化する市場、ミクロマーケティング  
 
 
インターネット上のコミュニティは、信頼に基づく社会に形成された私的空
間であり、マス広告が入り込む余地はない。コミュニティのメンバーは、信頼
できるメンバー同士の情報交換を好むので、他者からコミュニケーションを求
められても無視という行動を取る。  
 
一方向コミュニケーションであるテレビのマス広告手法自体も、効果が薄く
なってきている。人々は、娯楽の多様化により、テレビを昔ほど見なくなった。
また、ハードディスク録画機の普及が今後益々広がるだろう。録画した番組を
好きな時間に見るという行為は、ある時間帯にある特定層の視聴者が存在する
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という概念を破壊するものである。テレビはこの概念を元に、広告枠を販売し、
番組を制作してきたのである。さらに、マス広告の効果低減について２点分析
すると以下のようになる。  
 
第１に、社会の成熟化である。戦後生まれの団塊の世代が社会から引退の時
期を迎え、社会の主役がその子供たちの世代へと交代してきている。団塊の世
代では、洗濯機や、電気炊飯器など、今まで手作業で苦労した家事が、次々と
電気化され便利になるのを目のあたりにした。このような驚きを少しでも多く
の消費者に届けるのがメーカーの役割であった。また、スーパーなどの登場に
より、食料品を少しでも安く提供するところが、消費者の支持を得ていた。こ
のように、家電製品でも、食料品でも、元々ない存在しないものが販売される
ので、消費者の驚きも大きかった。市場黎明期、消費者は電気炊飯器というモ
ノ、そこから得られる便利さを買っていたのであり、電気炊飯器のデザイン、
価格等にこだわりは無かった。  
 
団塊の世代の子供たちにとっては、電気炊飯器、洗濯機は生まれた頃から存
在したもので、ご飯が電気で炊けること自体に驚きを感じない。食料品も安い
ものを買うのではなく、高くてもいいから安心なもの、おいしいものを買って
いく。彼らは、製品自体の価格、デザイン、機能を比較し、どの電気炊飯器を
買うかを決める。どれを選んで買うかは、個人の趣味であり、個人の趣味は個
人の人生が反映されたものである。人生は個人ごとに違うものなので、社会全
体が画一的ではなくなる。個人がそれぞれ自分の好みの思考で生きていくとい
う社会に変化してきている。このことを社会の成熟化と呼べるのではないか。
社会の成熟化は、メーカーの商品戦略、さらにはマーケティング手法にも影響
を及ぼす。  
 
第２に、社会の変化に伴うメーカーの商品戦略の変化があげられる。先に述
べたように、消費者が個人の趣味で製品を選ぶ社会では、1 品種を大量に販売
することは難しい。そこで、多品種を少量ずつ生産することになる。新たな技
術を製品に具現化することがメーカーの使命であろうが、既存の製品を生産し、
67 
供給し続けるのもメーカーのもう一つの使命であろう。しかし、１品種の販売
ボリュームが限られていく環境では、細かく製品を市場に出し続けていく以外
に、競争を生き延びる手段はない。テレビ広告は、マス広告であり、ひとつの
製品を多くの人に伝えることができるという長所はある。  
 
メーカーが多品種の製品を販売しなければならないときに、テレビ広告は、
メーカーにとって効率的でなくなってしまう。テレビでは細かいターゲティン
グが不可能だからだ。現在のテレビの広告ターゲティングは、視聴者層を年齢
別に 3 段階に分類したものにすぎない。たとえば、F1 層というセグメントは、
女性 21 歳から 34 歳までを指している。21 歳と 34 歳の女性が同じセグメン
トであるところが、すでにテレビのターゲッティングの限界を物語っているで
あろう。  
 
上記２点により、マーケティング手法も、新規市場開拓から、既存顧客との
長期的関係を構築するというカスタマーロイヤリティ思考に変化してきている。
つまり、現代マーケティングは、セグメント化した市場に、特定なサービスを
開発し、末永く付き合うという、ミクロと時系列の概念を付加している点が特
徴である。ミクロマーケティングに必要なコミュニケーションは、一方向のテ
レビよりも、双方向なインターネットのほうが得意である。今までの 15 秒ス
ポットと呼ばれる広告枠で、商品名を連呼する広告手法は通用しなくなりつつ
ある。  
 
広告主は、より効果的な広告出稿を求め、市場を細分化し、アフィリエイト
広告と呼ばれる手法を多用している。マス広告では、情報の到達先の数、質に
無駄がある。広告価格は、到達人数に掛け合わされて算出されるから、どうし
ても宣伝予算には無駄がでてしまう。一方、インターネット上では、数も質も
あらかじめセグメントが可能であるので、最初の宣伝費投下の無駄は低減され
る。さらに、アフィリエイト広告という出来高制の広告手法では、その最初の
リスクもなくなってしまう。  
 
68 
インターネット的な広告手法の特徴として、「出来高制」という点があげら
れる。例えば、クリック保障型広告というものである。これは、クライアント
がメディアに、リーチ数の保障を求める考え方である。あるいは、アフィリエ
イト広告という手法がある。クライアント商品の購買が発生して始めてメディ
ア掲載の対価を払うという考え方である。出来高制という考え方は、マスメデ
ィアの役割である告知機能を否定している。広告業界の主張するメディアの到
達数をあてにしない考え方である。また、出来高制は、広告という投資でなく、
売上の一定比率を払うという販促奨励金に近い考えであり、クライアントには、
資金的なリスクが全くない。メディアが多様化し、広告出稿の選択肢が広がっ
た結果であると考えられる。  
 
こうした環境変化の中で、メディアが考えなければならないのは、自社メデ
ィアの抱える消費者の質であろう。消費者が実際に購買アクションを起こさな
い限り、広告モデルは限界を迎えてしまう。質を高める手段は 2 つあると考え
られる。第 1 は、集める消費者の同質化である。先にメールを細分化したと述
べたが、細分化すればするほど、そのメディアの消費者は同質化する。そして
同質な消費者への広告は、クリック率、購買誘導率が高い。例えば、ケータイ
WOWOW のテニスメールの広告は、12,000 通を配信して、クリック率が 70％
を超える。業界平均は 2-3％と言われる。テニスメールには、テニスが好きな
消費者しか存在しない。そのメールに掲載するテニスラケットメーカーの広告
は、消費者の求める情報提供である。その結果、広告への接触率が高くなる。 
 
第 2 に、メディアの抱える消費者のアクティブ性である。アクティブ性は、
メディアへの信頼性に基づいている。クライアントは、自社ブランドの浸透だ
けでは満足しない。実際の商品購入に対する対価しか支払いたくない。メディ
アに対して、広告宣伝というリスクある投資ではなく、売れた数量に対して払
う販売促進費的な予算組み立てが増加している。メディアの抱える消費者を商
品購入にまで誘導するには、消費者のメディアに対する信頼感が欠かせない。
メディアに、商品選択のナビゲーターのような役割が必要となる。消費者は、
メディアが掲載している、つまり推薦している商品なので信頼がおけるという
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認識で、広告に興味を抱き、商品購入に達する。消費者のアクティブ性は、メ
ディアへの信頼感に基づいており、ナビゲーターの役割をメディアに求めてい
る。  
 
 
6-4 エンターテイメントとコミュニティの結合  
 
 
エンターテイメントとコミュニティの結合は、テレビ局運営における初のカ
スタマーロイヤリティプログラムであり、初めて視聴者をセグメントした、細
分化市場へのミクロマーケティングである。視聴者は、好きな番組を確実に見
たいし、見た後はその番組について誰かと語りたいものである。既存のマスメ
ディア、テレビ放送は、番組を流すだけで、放送前のご案内、放送終了後視聴
者へのアフターサービスをしたことはなかった。テレビ放送は、マス広告の手
法と同様、大量生産主義に則ったマーケティングを行ってきた。番組という商
品を制作し、編成枠という商品棚に置いておく。商品は内容というよりも、出
演者の知名度により、売れ行き＝視聴率が左右された。新規参入のない規制市
場での競争であるから、マーケティングという概念もあまり持たなかったのか
もしれない。ブロードバンドという代替技術の普及は、外部からの脅威である。
ブロードバンドにより、視聴者を奪われる可能性があれば、テレビ局運営も、
通常の小売業と同じカスタマーロイヤリティマーケティングの導入が必要とな
る。  
 
エンターテイメントとコミュニティの結合は、視聴者を番組購買の顧客とみ
なし、インターネット、ケータイのコミュニティを形成することで、カスタマ
ーロイヤルティプログラムで行うものである。コンテンツ流通網に、バリュー
チェーンの利潤の源泉が失われつつあるとき、放送事業者は、上位層であるコ
ンテンツサプライヤへのシフトか、視聴者コミュニティ化による囲い込み戦略
かどちらかしか方策はない。コンテンツサプライヤへの戦略シフトは、既存民
放のようなノウハウ、人材などの蓄積がないと困難である。そこで、本研究で
70 
は、膨大な数の視聴者が存在するという現状のテレビ局の状況に鑑み、視聴者
をコミュニティ化していくという戦略を分析していきたい。視聴者には、1)自
分の好きな番組を見逃したくない、2)番組放送後、同じ番組のファンの人とコ
ミュニケーションをとりたい、という 2 点のニーズが存在していた。ケータイ
を利用すれば、ケータイメールというプッシュ型サービスにより、番組情報を
お知らせし、掲示板というプル型サービスで、コミュニケーションニーズを汲
み取ることが可能である。  
 
視聴者には自分の好きな番組が何時から放送されるのかを前もって知ってお
きたいというニーズが存在していた。ケータイ WOWOW のテニスファンへの
アンケート（4,600 人回答）の中で、放送予定の対戦カードに対するニーズが
一番高かった。通常テレビ局が視聴者に番組告知をするには、当日生中継の放
送予定カードは、当日の新聞テレビ欄、ホームページ、自社のテレビ放送内、
の 3 種類しか情報伝達の手段がなかった。この 3 種類は、いわゆるプル型サー
ビスで、顧客が自ら行動を起こして初めて、情報が伝わる仕組みになっている。
また、情報提供までのリードタイムが 2-3 日かかり、急な変更、決定には対応
できなかった。  
 
一方、ケータイメールで情報伝達は、1)プッシュ型サービスであるという本
質的な違い、2)顧客と情報共有が同時にできるという即時性、の 2 点で、既存
の情報伝達手段よりも顧客からの優位性を保持している。ケータイメールでの
情報伝達は、プッシュ型なので、顧客自らが情報を検索する手間が不要になる。
リラックスするためにテレビを見ている顧客が、わざわざインターネットで検
索をして、番組情報を探すかというと疑問である。  
 
ケータイメールならば、パソコンを立ち上げる、あるいはブラウザーを立ち
上げてといった手間が全く不要だ。通常のケータイ端末は、２アクションで受
信メールの本文までたどり着くことができる。情報獲得には簡便さが必要であ
る。ケータイメールは、常時接続メディアである。情報の送り手と、受け手で
ある顧客が同時に情報を共有できる。情報の送り手側は、受け手側の行動を予
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測し、メールを配信することによって、受け手の消費行動を促進することがで
きる。  
 
視聴者には、同じ番組を見ている他の視聴者とコミュニケーションをしたい
ニーズがある。ケータイ WOWOW の投票サービスには、1 回に 5,000 人程度
の視聴者が投票に応募する。さらに、その経過をテレビ画面で逐一報告するこ
とができる。ケータイＷＯＷＯＷの掲示板は 1 日 10,000 件のアクセスがある。
会社の職場や、昼飯時に、前の晩のドラマが話題になることはよくあることだ。
北山は、「ケータイはメールや通話というパーソナルメディアと情報サイトから
情報を受け取るマスメディア的利用が中心」と述べているが、メールと掲示板
サイトを組み合わせた仕組みは、顧客行動にあったサービスといえる [1]。  
 
視聴者をコミュニティ化するには、セグメント化した情報をプッシュ型サー
ビスで提供し、プル型サービスなコミュニティに人々を誘導することが必要で
ある。エンターテイメント好きな顧客は、元来怠け者である。テレビは椅子に
30 度後ろにもたれてみるメディア、パソコンは前かがみ 30 度で見るメディア
といわれる。低関与な顧客には、プッシュ型サービスが適当と思われる。エン
ターテイメントな趣味は、お互いが私的空間を形成するのに格好の話題である。
テレビ視聴者が今までコミュニケーションをとることはなかったが、ケータイ
掲示板を設置することで、あらかじめ同質な視聴者を掲示板に誘導し、コミュ
ニティ形成を容易にした。掲示板を通じコミュニティが形成され、効果ある広
告、コマースなどのビジネスが可能になる。エンターテイメントコミュニティ
の経済価値への変換が行われた。  
 
 
6-5  まとめ  
 
 
ブロードバンドは、放送業界における破壊的技術である。なぜかというと、
放送業界の強みであるコンテンツ流通という機能を奪ってしまう代替技術だか
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らである。  
 
その結果、放送業界には、デコンストラクションが発生し、テレビ業界は新
たな戦略が必要となった。サプライヤは、一般消費者と直接取引が可能になり、
中間業者の排除論理が働いている。放送局のとる戦略は、サプライヤへの移行、
視聴者の囲い込みの 2 点ある。製作能力のある民放各局は、サプライヤへの移
行、一般消費者と接点のある有料放送は、視聴者囲い込みへと競争力をシフト
させる必要がある。規制業界のテレビ業界も、ミクロマーケティングと顧客ロ
イヤリティの概念導入が必要である。  
 
エンターテイメントとコミュニティの結合は、顧客ロイヤルティプログラム
を、インターネット、ケータイのコミュニティで行うものである。インターネ
ット事業者側からみれば、テレビ視聴者の数は、魅力的である。インターネッ
ト事業者側からの放送と通信の融合は、視聴者をインターネット上に呼び込み、
自社でデータベース化してしまうことに他ならない。ブロードバンドなどイン
ターネットでの映像配信技術がさらに発達すれば、ネット上で囲い込まれた視
聴者は、テレビ放送には戻らないだろう。  
 
テレビ局が、メディアパワーを維持していくには、このようなインターネッ
ト側からの動きに先んじて、視聴者コミュニティの形成を行わなければならな
い。インターネット上のコミュニティは、同質化、他者排除の結果、私的空間
化する性格がある。この性質を利用すれば、インターネットコミュニティは、
必然的に細分化されたコミュニティ化される。広告メディアとしてのマスメデ
ィア影響力の低下は、膨大な視聴者を細分化できないという問題であり、視聴
者の数が多いこと自体の問題ではない。テレビ局が視聴者をインターネット、
ケータイでコミュニティ化できれば、テレビ局は細分化されたコミュニティに
アクセスできるミドルサイズのメディアに再構築することが可能である。  
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第 7 章 ケータイ WOWOW 創業と展開  
 
 
7-1 会社設立  
 
 
ケータイ WOWOW は、世界初のテレビとケータイコミュニティを結合させる
事業を行う会社として、2001 年 9 月に登記、同年 12 月 1 日にサービスをスタ
ートした。人員は 2 名、資本金は 10 千円とした。人員 2 名は、親会社社員か
らの出向、1 名は文系、1 名は理系のバックグラウンドである。経理、人事業
務は、親会社にアウトソースすることにした。  
 
登記からサービスインまでの 3 ケ月は、システム開発に費やした。この事業に
必要なシステム開発は、メール配信、広告配信、顧客データベース、配信結果
等管理の 4 分野で行われた。現在は、このような業務システムは、自社で開発
しなくても、ＡＳＰサービスで可能であるが、当時は自ら開発する必要があっ
た。開発コストは、サーバー4 台の購入費を含め 500 万円強であった。  
 
 
7-2 WOWOW は、新たな成長戦略が必要であった  
 
 
1997 年スカイパーフェク TV の市場参入による、加入者の減少が始まって
いた。新規加入者は、2001 年度 44 万人であったのが、2002 年度は、39 万人
と減少した。毎年増加傾向にあった新規加入者数も、伸び悩みを見せ始めてい
た。スカイパーフェクト TV は、1998 年５月に「パーフェク TV」と「ディレ
クＴＶ」が合併する形でサービスをスタートした。スカイパーフェクトＴＶは、
2000 年 6 月には加入世帯が 200 万を超え、2002 年 2 月には加入世帯は 300
万を超えた。図表 7.1 の通り、WOWOW の当時の加入世帯数は、249 万世帯
である。WOWOW は 2002 年度、加入世帯を 16 万世帯も減らし、加入世帯が
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1998 年度と同じ規模に戻ってしまった。1991 年度の開局以来、競合の無い状
態で加入数を伸ばしてきたが、スカイパーフェクト TV の登場により、加入世
帯数の伸びが止まり、減少が始まったのである。  
 
視聴をしないことによる、解約数は増加していた。 2001 年に解約数は、
300,792 人、と、1991 年の開局以来始めて 30 万人を超え、2002 年度は 377,795
人と増加した。  
 
2000 年度は、3 期ぶりの赤字決算となり、視聴料以外の収益源を模索する必
要があった。加入者の視聴料金で成立している WOWOW の経営は、加入者数
が減少すれば、売上も減少する。新規加入者の伸びが鈍化すれば、WOWOW の
成長戦略が描けなくなる。WOWOW の 2001 年度の売上は、623 億円、経常損
失は１９億円であった。最高の売上を記録した、1998 年の 663 億円の 93％で
ある。図表 7.2 にある通り、ケータイ WOWOW が創業準備をしていた 2000 年、
WOWOW の売上は、前年比 98%の 616 億円で、11 億円の減収となっていた。
さらに、1999 年は、1998 年と比較し、35 億円の減収であった。1999 年は、
1991 年の営業開始以来、初めての減収であり、2000 年は 2 年続けての減収で
あった。  
 
多くの顧客は WOWOW にロイヤルティがあるのではなく、コンテンツその
ものにロイヤルティがある。イタリアのサッカーリーグセリエ A に日本人の中
田英寿氏が移籍し、プレーをしている。顧客は、そのセリエ A が楽しめれば、
それが WOWOW であろうとスカパー！であろうと関係ないのである。解約者
の増加は、このコンテンツの他社への移動によるものも考えられるし、新規加
入者数の減少は、コンテンツ調達が以前より困難になり、魅力的なコンテンツ
を揃えることが出来なくなったからともいえる。  
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図表7.1　WOWOW営業収益と経常利益推移（1995-2003)
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図表 7.2 WOWOW 加入者推移  
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7-3 エンターテイメントとコミュニティの結合の実践  
 
 
有料放送 WOWOW の強みは、視聴者との付き合いの深さである。ＷＯＷＯ
Ｗは、1 日数千人の視聴者とカスタマーセンターでコミュニケーションをとり、
また毎月無料の番組ガイド誌を顧客に直接郵送している。ＷＯＷＯＷは視聴者
を会員と呼び、民放局とは違って一般消費者がお客様であることを理解してい
る。ＷＯＷＯＷには、生中継など、番組情報の変更を視聴者へ柔軟に情報提供
する方法を開発しなければならないニーズが存在した。  
 
解約は、視聴者の視聴離反が原因であると考えられていた [1]。加入者は、自
分の好む番組以外は見ることはない。しかし、自分の好きな番組の放送が毎月
1 回くらいだと、つい見るのを忘れてしまう。そして、次回支払いの請求書を
見て、これからも見ることはないだろうと考え、契約を解除してしまうのであ
る  
 
そこで、番組視聴に顧客を誘導する有望な手段の開発が必要とされていた。
WOWOW の保持する番組プロモーションの手段は、１ )テレビ放送内での告知、
２）会員に配布する月刊番組宣伝の雑誌、３）新聞のテレビ欄の３つが主であ
った。この３つの手段には、短所があった。すなわち情報発生から提供までの
リードタイムの長さである。  
 
テレビ番組、生放送は、番組内容の変更、放送直前まで情報が確定しないこ
とが多い。番組の変更は、編成トラフィックというフォーマットで社内、また
社外の報道機関に配布される。2004 年 9 月に 1 日平均配布されたトラフィッ
クは、A4 の紙で 5 枚である。それだけの情報が日々変更されている。このよ
うな、多量で即時性を求められる情報には、デジタルな流通手段での対応しか、
不可能であろう。  
 
WOWOW の視聴者には自分の好きな番組が何時から放送されるのかを前も
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って知っておきたいというニーズが存在していた。ケータイ WOWOW では、
番組の１日前、時には３０分前にケータイメールを送ることにより、番組視聴
へと顧客を誘導し効果をあげている。顧客も、見たい番組のアラート機能とし
て、メールを利用している。このように、ケータイメールによる番組の放送時
間、内容のお知らせというサービスは、顧客のニーズを掴み、簡便な方法で顧
客に提供している。  
 
視聴者には、同じ番組を見ている他の視聴者とコミュニケーションをしたい
ニーズがあった。ケータイＷＯＷＯＷの掲示板は 1 日 10,000 件のアクセスが
ある。ＱＵＢＥ等では不可能であった視聴者同士のコミュニケーションが可能
になっている。テレビを同時に見ているという行為だけでは、その集団は、コ
ミュニティとは定義づけできないことは前述した。ケータイを用いれば視聴者
同士が質問、回答を行うというコミュニケーションが成立、そこで視聴者コミ
ュニティが形成され、新たな知識が発生している。  
 
 
7-4 サービス概要  
 
 
視聴者のコミュニティ化を、ケータイのプッシュ型サービスであるメールと、
プル型サービスである掲示板を組合せ実現した。2001 年当時は、テレビ双方向
サービスの流れを汲むデジテル衛星放送が、データ放送という名前で双方向サ
ービスに取り組んでいた。ケータイＷＯＷＯＷは、その双方向サービスを、既
に普及しているケータイ端末を利用し、安価に実現しようと考えた。そこで、
当時のサービス名は、「コタエルテレビ」とした。テレビ画面に表示されるメー
ルアドレスに、視聴者がメールをするとその番組の情報が届くというものであ
った。  
 
ケータイＷＯＷＯＷは、当時のケータイサービスと違い、メールを重視した。
なぜならば、ケータイでのインターネットアクセスはハードルが高く、利便性
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が薄かったからである。ケータイメールは、ケータイ利用者の 80％以上が利用
する機能であったので、メールサービスを、掲示板、コマース等サイトを利用
したプル型サービスへの入口とした。メールにはリンクアドレスを貼り付ける
ことができ、それをクリックすればさらなるサービスへ視聴者を誘うことが可
能である。ケータイメールは、放送網にいた視聴者をインターネット網のコミ
ュニティに誘う入口という意味で、「メールゲートウェイ」という言葉を作り、
サービス概要を表す言葉として使用した。  
 
メールゲートウェイとは、ケータイワウワウで創造した造語である。この言
葉が意味していることは、第 1 にメールはメディアであり、放送からインター
ネット網へのゲートウェイであるということである。視聴者はテレビを見てい
るだけでは、コミュニティを形成しない。なぜなら、視聴者同士が知り合いに
なることはないからである。視聴者をコミュニティ化するのに、効率的で、便
利なのがインターネットの利用である。インターネットにアクセスするのに、
一番便利なのが、ケータイメールからクリックする方法である。ケータイなら
ば、常時携帯しているし、メールは常時接続のメディアである。１回のクリッ
クで、インターネット上のサイトにアクセスできるならば、一番視聴者にとっ
て利便性が高いと考えた。パソコンのように、電源を立ち上げることなくＩＰ
網に視聴者を誘うことができるメールは、インターネットのゲートウェイとい
える [2]。  
 
メールとサイトの本質的な違いがある。通常デジタルのサービスは、デバイ
ス毎の定義づけがされがちである。すなわちインターネットとケータイという
区切りである。デバイスの違いは、伝送路の違いによる提供情報量の違い、デ
バイス側の限界、例えば画面の大きさなど、による。この違いは、技術革新で
解決されることが可能で、本質的な違いではない。メールは同時接続メディア
である。日々変更する情報を視聴者と共有できるメディアは、ケータイメール
が適している。ケータイメールは、プッシュ型メディアである。レイジーと言
われるテレビ視聴者マインドに適したサービスである。必要な情報をメールで
届け、インターネット網に視聴者を引き出すのに、適したメディアである。  
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ケータイ WOWOW のメールマガジンは、創業時 10 種類で音楽、スポーツ、
映画、ドラマの４ジャンルの内容を配信していた。しかし、6 ヶ月後には、同
じ 3 ジャンルの内容にもかかわらず、配信するメールは 70 種類に増加してい
た。スポーツ全体の情報が満載されたメールよりも、テニス、ボクシングなど、
ある特定のスポーツだけの情報配信へのニーズが高いのである。テニスが趣味
な顧客は、ボクシング情報が少しでも入っているメールが自分のケータイに届
くのが許せない。音楽でも、邦楽と洋楽ではファン層が全く違う。音楽メール
マガジンとして、洋楽と邦楽の情報を掲載し配信すると、顧客の支持は得られ
ない。  
 
情報の細分化は、顧客掘り起こしにつながる。音楽メールは、登録件数は約
10,000 件あった。しかし、その後洋楽と邦楽で分けたメールには、邦楽が 10,000
件、洋楽で 4,000 件の登録がある。まとめた情報を配信していたときよりも、
登録数が伸びた例である。デバイスのパーソナライズ化が進み、コミュニティ
が私的空間、排他的になるインターネット、ケータイでは、企業が送る情報も
細分化、パーソナル化はさけられない。マス広告の論理では、一つのメールに
あらゆる情報を詰め込むのが流儀であろうが、ケータイの世界では、情報を捨
てる作業が必要である。  
 
コミュニティ事業について、「コミュニティプラットフォーム」という概念を
作成した。ケータイＷＯＷＯＷは、メール配信のプッシュ型サービスだけでな
く、そこから広がるコミュニティ形成、コマース事業に視点を置いていた。常
プラットフォーム事業は、技術的なインフラを開発し、そのプラットフォーム
に沿って、事業者がビジネスを行うものと定義される。例えば、ゲーム製作会
社は、SONY の PLAYSTATION か、任天堂のゲーム BOY かどちらかのプラッ
トフォームで、自社のコンテンツを開発する。しかし、メディアの場合は、技
術的な革新を行うメーカーではない。顧客間インタラクションの多いコミュニ
ティを保有することが、競争力のあるメディアとしての生き残りが可能になる。 
 
放送局のバリューチェーンを考えると、現在の強みであるコンテンツ流通の
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独占が、新たな技術革新により崩壊するであろうと予想される。ブロードバン
ドの普及により、コンテンツの流通はより複雑になるであろう。放送局は、バ
リューチェーンの上流であるコンテンツ制作による権利ホルダーになるか、よ
り視聴者に近づくしか生き残り戦略の手段がない。フジテレビの映画制作戦略
は、コンテンツ側へのシフトであろう。日本のテレビ局は、コンテンツの流通
を独占しているだけでなく、番組制作を通じ、最大のコンテンツ制作者でもあ
る。フジテレビのコンテン重視の戦略は、既存資産をさらに強くするという意
味で当然の戦略である。一方、ＷＯＷＯＷは有料放送であるのから、視聴者が
顧客となる。バリューチェーンのシフトで、より視聴者に近づけるポジショニ
ングをとれるのは有料放送しかない。テレビ好きな消費者のデータベースを持
っているのはＷＯＷＯＷだけである。そこで、その視聴者をコミュニティ化し、
コンテンツ流通のプラットフォームとして、運営していくのがコミュニティプ
ラットフォームという考えである。  
 
収益モデルは、メールへの広告、コマース、調査の 3 本柱とした。集客した
顧客を経済価値に変換するには、顧客を他社に販売する広告事業、顧客にモノ
を販売するコマース事業、顧客の属性を販売する調査事業の 3 段階を考えた。
社会的な認知、システム開発の容易さ等も鑑みると、3 段階の成長戦略が妥当
なものと思えた。現在は、広告メール事業が収入の 60％、コマース事業が 40％
となっている。調査事業は、人員の問題もあり未だ軌道にのっていないのが現
状だ。事業収入の比率は、創業から 1 年目までは、メールへの広告がメインで
あった。その後 2003 年からコマース事業を開始し、2004 年度は、事業の柱と
なっている。  
 
インターネット、ケータイの広告業界は、レップ制度が敷かれているのが特
徴である。レップは、メディアの管理と多数ある広告代理店の調整を行う。こ
のレップは、電通と Yahoo!の合弁であるサイバーコミュニケーションズ、博報
堂系のデジタル・アドバタイジング・コンソーシアム、独立系のサイバーエー
ジェントの 3 社が大手であった。ケータイ WOWOW 創業の 2001 年には、ケー
タイ広告の業界規模は未だ 60 億円規模、インターネット広告市場は、978 億円
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であった。ケータイ広告専業のレップは 1 社しか存在しなかった。代理店手数
料は、レップが 15％、代理店が 15％、メディア側が 70％というのが一般的な
取引形態であった。  
 
販売単価は、メール１通につき９円で販売した。販売価格は、広告のクリッ
ク率で変動する。ケータイ WOWOW のメールは、視聴者の必要不可欠な情報
を配信していたので、メール閲覧率が高く、広告のクリック率も高かった。他
社平均価格の３－４倍以上の価格であり、またクリック率も２－３倍高かった。
メール広告からの収入は、ほぼ粗理になるため、ケータイ WOWOW の事業を
支える柱になっている。メディアの運営は、テレビのような規制か、ケータイ
WOWOW のような親会社のブランド力により、集客コストが低減されれば、非
常に利潤のあがる事業である。  
 
インターネット、ケータイではメディア開発にかかるシステム費用は、テレ
ビなど電波メディアと比較すると無に等しい。運営も、１ヶ月１００万通以上
のメール媒体をケータイ WOWOW が３名体制で行っていることを見ればわか
るように、低コストで行える。しかし、だからゆえにデコンストラクションに
おける中間業者排除の動きが容易に可能になってしまう。つまり、広告を集め
てくる広告代理店が、より利益率の高いメディア事業に進出していくる脅威が
ある。メール媒体のシステム開発コストは、現在なら１ケ月１０万円以内で可
能であろう。広告代理店は、自社で立ち上げた媒体に広告を入稿すれば、販売
価格の７０％以上が利益として残ることになる。ブランド力のないインターネ
ット媒体は、代理店との取引が減り淘汰される。ケータイＷＯＷＯＷは、親会
社のブランド力を利用したおかげで、デコンストラクションの動きから生き残
ることができた。  
 
ケータイＷＯＷＯＷ第２の事業は、コマースである。コマース事業は、言い
換えれば自社広告を自社メディアに出稿することと同義である。特定のコミュ
ニティへの広告は、コミュニティの嗜好性にあったクライントしか効果を期待
できない。広告をクリックした顧客は、クリックして訪れたサイトの商品を購
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入するのである。コマースとは、その他社商品を自ら販売する形態をとるだけ
である。ここでもデコンストラクションが発生している。ケータイ WOWOW
が、自社で販売するという行為は、コマースサイトを排除する動きと言える。  
 
インターネットを利用したコマースには、従来とは違い様々な形態がある。
まず、アフィリエイト式では、自社サイトにショップのリンクを設置し完結す
る。自社を利用する顧客がそのままそのコマースサイトに行き、ショッピング
をした分の手数料を貰う仕組みである。自社では、サイト作成、商品仕入れ、
配送という機能を揃えることなく、コマースにより利益があげられる。また、
ギャザリングなど在庫を持たない運営が可能である。顧客からの注文が溜まっ
たところで、発注をかければいいのである。  
 
自社コマースは、粗利率が３０％前後である。他社のコマースサイトにリン
クを貼るだけのアフィリエイト式だと、１０％が通例だ。ケータイＷＯＷＯＷ
では、客単価は、8,000 円、月平均 1,000 名の利用がある。会員全体の 1.5％の
利用しかないので、成長余地はまだまだあると見ている。他のコマースサイト
も会員利用率は、多くて 5％台である。ケータイＷＯＷＯＷの客層は、30 代男
性が主である。他のコマースサイトは、10-20 代女性がメインユーザーである。
ケータイＷＯＷＯＷは、ユーザー層の違いが他社とのすみわけ戦略となってい
る。また、テレビと連動したケータイコマースは大きな成功例である。特にラ
イブ番組の終了時に、ケータイでコマースの申込を受け付ける方式が効果的で
ある。  
 
ケータイＷＯＷＯＷの顧客獲得は、主にテレビ番組内で行った。ケータイサ
ービスを独立したものとしての告知でなく、あくまでも番組情報を送ることを
メインに訴求した。メール登録をまず募集し、その後掲示板サイトに滞留させ、
コマースにまでつなげる戦略である。顧客同士のコミュニケーションが始まれ
ば、コミュニティが形成される。その後は、チャットメッセンジャー、新たな
コミュニケーションツールが開発されれば紹介をし、適当な商品があればコマ
ースサイトに顧客を誘導するという活動をする。  
84 
7-5 ビジネスモデル分析  
 
 
ケータイ WOWOW のビジネスモデルは、特許により保護されている。名称
は、「メール広告方法及びその装置」、特開 2002-366840 号である。番組に付随
する情報をメールでお知らせし、そのメールにターゲット広告を掲載すること
で収益をあげるというモデルである。  
 
ケータイＷＯＷＯＷはこのビジネスを行うにあたり、コーポレートベンチャ
ーという形式を採用したことで、親会社ブランドで集客が可能になった。イン
ターネット事業では、デコンストラクションがあらゆる階層で発生するので、
同質な顧客をどれくらい抱えているかが、ビジネス成功の分かれ道である。コ
ーポレートベンチャーの場合、親会社のブランド力、親会社の一事業という表
向きの顔を強調することで、他のベンチャー企業と比較し、容易な集客が可能
になる。さらに、親会社がテレビ、新聞などの強力メディアであれば、なおさ
ら集客が容易である。  
 
一方、上記のような場合、顧客層が親会社と多くの部分で重なりあってしま
う。ケータイＷＯＷＯＷのデータベースの８０％は、ＷＯＷＯＷ会員であった。
従って、ケータイＷＯＷＯＷの事業領域を広げていくと、親会社の領域と重な
りあう場合があり、コーポレートベンチャーの成長が妨げられる。例えば、ケ
ータイＷＯＷＯＷでは、コマースをやっていたが、親会社でもコマースを始め
た。顧客から見ると、同じ商品を違うサイトで売っている場合もあるし、ケー
タイＷＯＷＯＷと親会社で違う商品を売っていたりするので、迷うことがある。 
 
顧客層の重なりは、しかし、コミュニティが発達するにつれて、薄まりつつ
ある。ケータイＷＯＷＯＷのコミュニティは、海外ドラマ、テニス、サッカー
などスポーツ、エンターテイメントのニッチな市場である。ケータイＷＯＷＯ
Ｗのテニスコミュニティは、12,000 人が登録している。この規模で、日本最大
のケータイテニスコミュニティと呼べる。コミュニティメンバー間でのインラ
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クションが増加するほど、コミュニティ価値が上昇するならば、テニスファン
は、最大のコミュニティに情報を獲得しに来るだろう。コアメンバーは、ＷＯ
ＷＯＷ会員であったとしても、次第にＷＯＷＯＷ会員以外のテニスファンも引
き付けられてくる。この段階で、コーポレートベンチャーとして出発したケー
タイＷＯＷＯＷが第 2 の成長を図ることができる。  
 
ケータイＷＯＷＯＷが会員を多く集められた理由のひとつに、他のケータイ
事業者と違い、メールを多く活用したことがあげられる。メールのプッシュ型
サービスは、怠け者の多いテレビ視聴者にマッチした。さらに、プル型サービ
スである掲示板を設置し、そこで会員同士のコミュニケーションを促進したこ
とも、他社との違いであろう。プッシュ型のメールで集客し、プル型サイトで
顧客を滞留、ビジネスを行っていることがケータイＷＯＷＯＷの特徴である。  
 
 
7-6 親会社とのシナジー  
 
 
番組視聴促進に繋がり、視聴率が 30％アップしたケースがあり、親会社との
シナジー効果がでた。 テニス中継は、毎年決まった時期に行われる番組である。
メールの登録会員は、12,000 通。テニス高い期間中は、毎朝メールを配信する。
テニス大会はトーナメント方式なので、前日になった初めて誰と誰が対戦する
のかがわかり、その結果を見ながら放送カードを決定していく。前日決定した
放送カード、放送カードを視聴者に伝達する手段は、ケータイメールしかない。
ケータイメールは、同時接続、プッシュ型メディアであるので、情報共有の同
時性が存在する。こうした生中継の情報伝達に適したツールである。  
 
番組視聴の習慣づけは解約防止につながり、リテンション効果につながった。
番組視聴からの離反、請求書の到着、解約決意というサイクルは、明らかにさ
れていた。解約決意に至ってからのリテンション活動は効果が薄い。解約の本
質的な原因は、番組視聴が無いことである。そこで、解約防止には、番組視聴
86 
促進のツールが必要であった。  
 
世帯ベースのデータしかなかったテレビ局で、個人ベースの顧客データベー
スの構築が可能となった。ＷＯＷＯＷの加入者数を 250 万世帯とすると、家族
を入れた推定視聴者数は、700 万人を超える。番組のお知らせメールに登録す
る人は、実際の番組視聴者である。お知らせメールに登録するときには、性別、
職業、生年月日、住所の郵便番号のデータを取得する。これと番組の嗜好性を
かけあわせれば、新たな個人データベースが完成する。ＷＯＷＯＷのメディア
パワーは、地上民放を比較し、大きくないのが一般的な評価だ。しかし、視聴
者をケータイメールで細分化し、その集合体としてのＷＯＷＯＷを考えると、
マスではない、ミクロマーケティング時代のメディアとして生き残れるのでは
ないか。ミドルメディアとしての再構築の役割を、番組お知らせメールは果た
すのである。  
 
親会社のＷＯＷＯＷに関連する顧客は、250 万件しかいなかった。しかし、
ケータイＷＯＷＯＷ事業では、700 万件まで可能となった。さらに、月額 2,000
円の視聴料だけという単一サービスであったＷＯＷＯＷの収益モデルを改善し、
顧客単価を高める効果があった。すなわち、メール広告は 1 通 9 円であり、そ
の広告はつき 4 回配信される。毎月会員 1 名あたり 36 円の増収が見込まれた。  
 
 
7-7 コーポレートベンチャー創業の意義  
 
 
事業領域が重ならないため、コーポレートベンチャーとして事業化、親会社
とは違うマネジメントで運営した。放送業界は、規制業界であり、歴史があり、
安定したバリューチェーンが存在するので、社内のマネジメントもそれにそっ
たいわゆる堅い社風である。また、番組制作という仕事は、職人芸に近く、ク
リエイティブな要素が要求される。従って、トップダウンのマネジメントは、
効果がなく、一人一人の独自性が強く求められる業界である。一方、提案した
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ケータイＷＯＷＯＷ事業の属するＩＴ業界は、自由競争であり、スピードの早
い業界である。クリエイティブせいよりは、マーケティング的な能力が要求さ
れ、古い伝統技術を守るというよりは、次から次へと新しい技術を取り込み、
生かしていく意思決定が重要である。そこで、ケータイＷＯＷＯＷは、親会社
のマネジメントとは一定距離を保てるコーポレートベンチャーとして創業する
道を選択した。  
 
ケータイ WOWOW 創業の意義は、以下の 3 点にまとめられよう。始めに、
ケータイという新規分野の事業であるので、社内の規律から離れた別会社とし
て創業する戦略的意義が存在した。規制業界のテレビ局と、競争の激しい IT
業界では、意思決定のスピードが圧倒的に違う。例えば、筆者があるケータイ
キャリアと契約交渉をしていたとき、売上数兆円という先方の会社担当者は、
契約書の社内稟議に半日かからなかった。同じ契約書に押印するのに、こちら
側は１週間くらいかかってしまう。あるいは、ケータイのコンテンツ制作会社
との提携では、先方の求める投資回収プランと、テレビ、コンテンツ業界の権
利交渉の遅さに決定的な違いがある。  
 
社風、社内文化が環境に影響されるとすれば、ケータイ WOWOW とテレビ
局である WOWOW では、事業を推進する文化、マインドに違いが見られる。
テレビ局は、免許事業であるから、間違いは決して許されない。一方、インタ
ーネットの世界は、不確実性を受け手と送り手で共有している世界である。コ
ンテンツ内の少々の間違いは消費者、顧客から許容される風土がある。  
 
第 2 に、マネジメント的な意義である。キャリアパスとして、社員モチベー
ション喚起につながるマネジメント的意義が存在した。社内ベンチャー制度は、
安定した職場を離れることに不安を感じる者もいれば、チャンスと捉える者も
いるだろう。実際に社内ベンチャー制度を利用している貴重なローモデルにな
るのではないだろうか。  
 
第３に、顧客リテンションにつながるマーケティング意義が存在した。番組
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を見逃したくないという視聴者ニーズに適合し、番組視聴誘導の手段の開発と
いう WOWOW のニーズも満たしていた。ケータイを利用した番組視聴促進と
いうアイデアは、当時のＷＯＷＯＷのおかれた事業環境を分析した中から生ま
れたものである。マーケティング的な意義を実現するためには、別事業体とし
て運営、サービスの実現を少しでも早める必要があった。  
 
このように、ケータイＷＯＷＯＷの創業は、ＷＯＷＯＷという親会社にとっ
て、戦略的、マネジメント、マーケティングの３点で意義のあることだったと
いえる。ケータイＷＯＷＯＷは、視聴顧客をＩＰ網上でコミュニティ化するこ
とで、広告、コマース等のビジネスが効率よく行え、親会社とのシナジー効果
があった。  
 
 
7-8 コーポレートベンチャーとして、親会社の強みを分社化、事業領
域の拡大  
 
 
顧客数が拡大、日本最大のコミュニティになっているジャンルも存在し、親
会社からの独立が可能になってきている。開業当初、競合相手だった同じジャ
ンルのコミュニティサイトは、多額の宣伝費を投下したが会員が集まらず、消
滅してしまった。一方、ケータイ WOWOW は、会員集めの宣伝費が必要なか
った。インターネットビジネスで一番コストのかかる部分が節約できたことで、
後発にも関わらず、生き延びることができた。  
 
ケータイ単独のサービスでなく、視聴者ニーズがテレビの見逃し防止にある
ことを認識したサービスを行った。他社はケータイ独自のコンテンツ作成に、
リソースを投じていたが、ケータイ WOWOW では、コンテンツ作成は、テキ
ストベースの情報だけにとどめた。掲示板、情報取得等の利便性の向上に、持
てるリソースを集中した。  
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親会社が会員組織を持つ企業の場合、ケータイ WOWOW を例としたケータ
イサービス展開が可能だ。親会社の資産が、顧客にとってキラーコンテンツと
なり、新たにコンテンツ開発をする必要がない。ケータイを顧客とのコミュニ
ケーションツールと捉え、コミュニティを形成することで、広告、コマースな
どの事業が可能になる。  
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第８章 結論  
 
本研究は、テレビ局がケータイというコミュニケーションツールを利用すれ
ば、視聴者をコミュニティ化し、新しいビジネスを創生できるのではないかと
いう課題を考察したものである。視聴者コミュニティのビジネス化を、エンタ
ーテイメントとコミュニティの結合と呼んでいる。  
 
ブロードバンドという破壊技術が、テレビ局の広告放送モデルに変革を迫っ
ている。次世代のテレビ局の戦略は、コンテンツサプライヤへのシフトか、視
聴者のコミュニティ化による新ビジネス創生しかない。本研究の提言は、視聴
者データベース構築により、一方向のテレビメディアが細分化されたミクロメ
ディアの集合体に再構築され、ケータイ、インターネットの双方向性、多方向
性を組み合わせることで、あらゆる広告手法に対応可能なメディアに生まれ変
わることが可能だというものだ。  
 
テレビ局の事業環境変化の要因は、ブロードバンド以外にも。多様化する社
会、分散化するメディア、細分化する市場という、大きな社会変化が影響して
いる。インターネットの不確実性が、人々のコミュニケーション認識を変化さ
せ、マス、一方向、大量生産といった、今までのマーケティングのキーワード
が効果を持たなくなってきている。  
 
インターネットは、情報過多、供給過剰な世界であり、さらに、流通、メデ
ィアという機能も価値が低下していく世界である。サービス、モノは、すぐに
価値が劣化していく。インターネット世界での、本質的かつ少しでも永続的な
企業価値は、どれくらいの多くの顧客コミュニティを抱えているかである。  
 
顧客、人間の本質的なニーズは、お互いにおしゃべりをするという、多方向
のコミュニケーションにある。サービス、モノを介したコミュニケーションは、
企業と顧客の双方向である。双方向だけでは、コミュニティは形成できず、サ
ービス、モノが劣化すれば、顧客とのコミュニケーションが途切れてしまう。
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テレビ双方向サービス失敗の原因は、双方向コミュニケーションしか提供され
ず、膨大な視聴者をコミュニティ化できなかったことにある。顧客同士がコミ
ュニケーションをとり、コミュニティへの帰属意識が生まれれば。メンバー数
は減らないだろう。  
 
本研究では、インターネットコミュニティの発達に、リーダーの関与が必要
なことを確認した。コミュニティ内の規律、監視が、インターネットでも必要
なことが、わかった。インターネット上であっても、コミュニケーションをと
る主体は人間であるので、リアルなコミュニティの理論が、インターネット上
でも適用された。  
 
コミュニティを発達させ、顧客へ常に最新のモノ、サービスを提供すれば、
コミュニティの価値を経済価値に置き換えることができる。インターネットコ
ミュニティは、他者を排除するというネットワークコミュニケーションの性格
上、細分化、セグメント化されたコミュニティである。ミクロマーケティング、
カスタマーロヤルティ、市場細分化の時代に、顧客のデータベース構築は、ど
の企業も急務である。本研究のケータイメールを介し、コミュニティを形成す
る方法ならば、データベース構築が容易に可能になる。  
 
本研究の理論を利用すれば、会員組織を持つ企業は、ケータイメールを用い、
顧客コミュニティを形成、広告、コマースなどの事業をコーポレートベンチャ
ーとして創業し、親会社とのシナジー効果をあげ、企業価値を向上させること
ができる。会員組織がない企業でも、キラーコンテンツを顧客に提供している
企業ならば、ケータイメールを利用して、顧客をコミュニティ化することで、
新たな収益源を産み出すことができる。  
 
本研究は、テレビ局がいかにインターネット、ケータイを利用し、自らの企
業価値を向上させるかを述べたものである。本研究で得られた結果は、テレビ
局だけにとどまらず、広く一般消費者を顧客にもつ企業には、応用が効くもの
である。  
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おわりに  
 
 
変動の時代を生きていることを実感したいならば、モバイルの世界に飛び込
むのが一番であろう。充実した時間を過ごし、１ヶ月が１年間に感じるくらい
の体感時間を得たいならば、ベンチャー企業を立ち上げてみるのが一番であろ
う。年が明けお正月の頃に業界で流行した新技術が、夏の盛りお盆の頃には、
もう既に古くなっている。モバイル業界はそんな場所である。朝早くから、夜
遅くまで、1 日を 3 分割し、1 日で 3 日間を生きるのが、ベンチャー会社であ
る。筆者はこのスピード感と変化感の中に身を置き、得難い経験をしている。  
 
この論文の構想は、筆者が 1998 年から 2000 年までアメリカ、ジョージア州
アトランタ、エモリー大学ゴイズエタ・ビジネススクールへの留学経験から生
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まれた。IT バブル全盛時のアメリカ、ダウ指数が$10,000 を超えた日のことを
覚えている。クリントン政権が財政黒字を達成した頃だ。ある学生が「アメリ
カは強くなり、日本は赤字大国だ」と学内一斉メールで流していた。授業で 10
年後の世界のリーダーはどの国か？という問いに、「中国」と手を上げた人が約
5 割いた。日本に手を上げた人は日本人含めゼロであった。そんなアメリカか
ら眺めた日本の中で、唯一元気そうだった産業がケータイの世界である。
Business Week で、渋谷の女子高生がケータイを使っている記事が取り上げら
れたのを読み、驚いたのを記憶している。自分がアメリカに行く前に、 i モー
ドはまだ無かった。帰国して暫くは友人が、ケータイ機種の話をするのがとて
も奇妙に聞こえたが、伸びる業界であることは実感できた。そこで、自分が籍
を置くテレビ業界を、俯瞰し考えたビジネスで起業をした。  
 
インターネットとテレビ、どのように併存し新たな価値を生み出せるか、 5
年後、10 年後の社会はどのように変貌しているのか、を考えながら、この論文
を執筆する知的作業は、とても楽しいものだった。本論文でメディアの未来戦
略については、ひとつのアイデアを提示できたと思う。しかし、動静の激しい
時代、メディア業界の今後に思考をめぐらし、日々研鑽していきたいと思って
いる。  
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